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Ⅰ 基準の性格等 
 

表記 正式名称 

法 介護保険法（平成９年法律第１２３号） 

省令 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

(平成１８年厚生労働省令第３４号) 

条例 箱根町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例 

(平成２４年箱根町条例第２３号) 

予防条例 箱根町指定域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を

定める条例 

(平成２４年箱根町条例第２４号) 

 

（１）基準の性格 

 
 

●指定地域密着型サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサー 

ビスの提供に努めなければなりません。 

●指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスの事業を運営するに当たっては、地域との 

結び付きを重視し、町、他の地域密着型サービス事業者又は居宅サービス事業者その他の保健医療サー 

ビス若しくは福祉サービスを提供する者との連携に努めなければなりません。 

●指定地域密着型サービス事業者は、地域との連携を通じて非常災害時において担う役割を明確にし、そ 

の実現に努めなければなりません。 

 

 

●基準は、サービス事業がその目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたものであり、事業者

は、常に基準に従い、適正な運営をするよう努めなければなりません。 

●サービス事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満たさない場合には、サービス事業の

指定又は更新は受けられず、また、基準に違反することが明らかになった場合には、 

①相当の期間を定めて基準を遵守するよう勧告を行い、 

②相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至った経緯、当該勧告に対する対応

等を公表し、 

③正当な理由が無く、当該勧告に係る措置を採らなかったときは、相当の期限を定めて当該勧告に係

る措置を採るよう命令することができるものとされています。(③の命令をした場合には事業者名、

命令に至った経緯等を公示しなければなりません。) 

なお、③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、又は取消しを行う前に相当の期間を定

めて指定の全部若しくは一部の効力を停止すること(不適正なサービスが行われていることが判明した

場合、当該サービスに関する報酬の請求を停止させること)ができるものとされております。 

●ただし、次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、直ちに指定を取 

り消すこと又は指定の全部若しくは一部の効力を停止することができるものとされております。 

①次に掲げるとき、その他事業者が自己の利益を図るために基準に違反したとき 

(ア)サービス事業の提供に際して利用者が負担すべき額の支払を適正に受けなかったとき 

(イ)地域包括支援センター(介護予防支援事業所としての地域包括支援センターを含み、地域包括

支援センターから介護予防ケアマネジメント及び介護予防支援の再委託を受けた居宅介護支援

事業所を含む。以下同じ。)又は居宅介護支援事業者の従業者に対し、利用者に対して特定の

事業者によるサービスを利用させることの代償として、金品、その他財産上の利益を供与した

とき 

基準の性格 

一般原則 



 2 

②利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

③その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 

●運営に関する基準及び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準に従って事業の運営をするこ

とができなくなったことを理由として指定が取り消され、規則に定める期間の経過後に再度当該事業か

ら当該事業所について指定の申請がなされた場合には、当該事業者が運営に関する基準及び介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準を遵守することを確保することに特段の注意が必要であり、そ

の改善状況等が確認されない限り指定を行わないものとします。 

●特に、サービス事業においては、基準に合致することを前提に自由に事業への参入を認めていること等

にかんがみ、基準違反に対しては、厳正に対応します。 

 

（２）定義及び基本方針 

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護 

【定義】(法第８条第２０項) 

「認知症対応型共同生活介護」とは要介護者であって認知症であるもの(その者の認知症の原

因となる疾患が急性の状態にある者を除く。)について、その共同生活を営むべき住居におい

て、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことです。   

【基本方針】(条例第１０９条) 

認知症対応型共同生活介護の事業は、要介護者であって認知症であるものについて、共同生

活住居において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護そ

の他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるようにするものでなければなりません。 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護 

【定義】(法第８条の２第１５項) 

「介護予防認知症対応型共同生活介護」要支援者(注１)であって認知症であるもの(その者の

認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者を除く。)について、その共同生活を営むべき

住居において、その介護予防を目的として、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活

上の支援及び機能訓練を行うことです。  

(注１)要支援２に限る               

【基本方針】(予防条例第７０条) 

介護予防認知症対応型共同生活介護の事業は、その認知症である利用者が可能な限り共同生

活住居において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護そ

の他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図

り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 3 

Ⅱ 人員基準について 

 

(１)代表者(条例第１１２条、予防条例第７３条) 

①以下のいずれかの経験を有していることが必要です。 

特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、認知症対応

型共同生活介護事業所等の従業者若しくは訪問介護員等として、認知症である者の介護に従事した

経験、保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の経営に携わった経験 

②町長が定める研修を修了していることが必要です。 

 

「認知症対応型サービス事業開設者研修」 

①代表者の変更の届出を行う場合については、代表者交代時に「認知症対応型サービス事業開設者研

修」が開催されていないことにより、当該代表者が「認知症対応型サービス事業開設者研修」を修

了していない場合、代表者交代の半年後又は次回の「認知症対応型サービス事業開設者研修」日程

のいずれか早い日までに「認知症対応型サービス事業開設者研修」を修了することで差し支えあり

ません。 

②みなし措置 

下記の研修修了者は、事業者の代表者として必要な研修を修了したものとみなされます。 

(ア)実践者研修又は実践リーダー研修、認知症高齢者グループホーム管理者研修（平成１７年度

実施のものに限る） 

(イ)基礎課程又は専門課程 

(ウ)認知症介護指導者研修 

(エ)認知症高齢者グループホーム開設予定者研修 
 
 

(２)管理者(条例第１１１条、予防条例第７２条) 

管理者は、原則として、共同生活住居(ユニット)ごとに、常勤であり、専ら認知症対応型共同生活

介護に従事する者でなければなりません。 

    ただし、以下の場合であって、管理業務に支障がない(ユニットの管理上支障がない場合に限る)と

認められるときには、他の職務を兼ねることができます。 

①当該共同生活住居の他の職務に従事する場合 

②同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事する場合 

③併設する小規模多機能型居宅介護事業所若しくは看護小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従

事する場合 

    ①～③の場合、以下の資格要件が必要です。 

（ア）適切な認知症対応型共同生活介護を提供するために必要な知識及び経験 

（イ）特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、認知症

対応型共同生活介護事業所等の従業者又は訪問介護員等として、３年以上認知症である者の

介護に従事した経験 

（ウ）町長が定める研修を修了 

 

「認知症対応型サービス事業管理者研修」 

受講要件 

上記研修を受講するには研修の申込時までに「認知症介護実践者研修(旧基礎課程を含む)」を

修了していること及び上記「(イ)」に記載の実務経験が必要です。 

みなし措置 

平成１８年３月以前から当該グループホームで管理者を行っている者で、次の３つの要件すべ

て満たしている者は、事業所の管理者として必要な研修を修了したものとみなされます。 

①平成１８年３月３１日までに「実践者研修(※１)」又は「基礎研修(※２)」の修了者 

(※１)平成１８年局長通知及び平成１８年課長通知、平成１７年局長通知及び課長通知に基

づき実施されたものです。 
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(※２)平成１２年局長通知及び平成１２年課長通知に基づき実施されたものです。 

②平成１８年３月３１日に、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健

施設、認知症対応型共同生活介護等の管理者 

③認知症高齢者グループホーム管理者研修の修了者 

 

(３)計画作成担当者(条例第１１０条、予防条例第７１条) 

①共同生活住居ごとにおきます。 

②保健医療サービス又は福祉サービスの利用に係る計画の作成に関し、知識及び経験を有する者で

す。 

③厚生労働大臣が定める研修（「認知症介護実践者研修」又は「実務者研修基礎課程」）を修了し

ている者です。 

④専らその職務に従事する者です。 

   ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該共同生活住居の他の職務もしくは管理者との兼

務が可能です。 

⑤計画作成担当者のうち少なくとも１人は介護支援専門員を持って充てなければなりません。 

ただし、次の場合は介護支援専門員を置かないことができます。 

併設する小規模多機能型居宅介護又は看護小規模多機能型居宅介護の介護支援専門員との連携により

当該認知症対応型共同生活介護の効果的な運営を期待することができる場合であって、利用者の処遇

に支障がない場合。 

⑥介護支援専門員以外の計画作成担当者は、特別養護老人ホームの生活相談員や介護老人保健施設

の支援相談員その他の認知症である者の介護サービスに係る計画の作成に関し実務経験を有する

と認められる者をもって充てることができます。 

 

(４)介護従事者(条例第１１０条、予防条例第７１条） 

①介護従業者のうち、１以上の者は常勤です。 

②夜間及び深夜の時間帯以外の配置は、利用者の数が３又はその端数を増すごとに、常勤換算方法で１

人以上配置します。 

③夜間及び深夜の時間帯の配置は、時間帯を通じて１以上の介護従業者に夜勤を行わせるために必要な

数以上を配置します。 

④小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護を併設する場合は、員数を満たす介護従業者

を置くほか、小規模多機能型居宅介護の人員を満たす従業者を置いている又は看護小規模多機能型居

宅介護の人員を満たす従業者を置いているときは、併設する小規模多機能型居宅介護又は看護小規模

多機能型居宅介護の職務に従事することができます。 
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Ⅲ 設備基準について 
 

(１)設備及び備品等(条例第１１３条、予防条例第７４条） 

 

事業単位 (ア)１又は２の共同生活住居(ユニット)を有します。 

  ただし、用地の確保が困難であることその他地域の実情により、事業所の 

効率的運営に必要と認められる場合は、共同生活住居数を３とすることが 

できます。 

(イ)共同生活住居の入居定員は、５人以上９人以下です。 

①居室 

②居間 

③食堂 

④台所 

⑤浴室 

⑥消火設備その他の非

常災害に際して必要

な設備 

⑦その他日常生活

上必要な設備 

(ア)①～⑦を設けます。 

(イ)居室の定員は、１人です。ただし、必要な場合は２人も可能です。 

(ウ)居室の床面積が、７.４３㎡(約４.５畳)以上です。 

(エ)居間及び食堂は、同一の場所にすることも可能です。 

 

【ポイント】 

・居間及び食堂は同一の場所にできますが、その場合もそれぞれの機能が 

独立していることが望ましいです。 

・１つの事業所に複数の共同生活住居を設ける場合でも、居間、食堂、台

所は、共同生活住居ごとに専用でなければなりません。 

・管理上支障がない場合は、事務室を兼用にすることが可能です。 

・消防法その他の法令等に規定された設備は、確実に設置します。 
 

立地 利用者の家族との交流の機会の確保や地域住民との交流を図る観点から、住宅地 

又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域の

中にあるようにしなければなりません。 
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Ⅳ 運営基準について 
 

１ サービス開始前 
 

(１)内容及び手続の説明及び同意 

（条例第１２８条(第９条準用)、予防条例第８６条(第１１条準用)） 

認知症対応型共同生活介護の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、

運営規程の概要、勤務体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記し

た文書を交付して説明を行い、当利用申込者の同意を得なければなりません。 

 

【ポイント】 

・重要事項を記した文書に記載すべき事項は、以下のとおりです。 

①人、事業所の概要(法人名、事業所名、事業所番号、併設サービスなど) 

②営業日、営業時間、サービス提供日、サービス提供時間 

③利用料その他費用の額 

④単位ごとの従業者の勤務体制 

⑤事故発生時の対応 

⑥苦情相談窓口(事業所担当、町、国民健康保険団体連合会などの相談・苦情の窓口を記載） 

⑦事故発生時の対応、従業者の秘密保持義務、苦情及び相談の受付体制その他の運営に関する重要事項 

・重要事項説明書の内容と運営規程の内容に齟齬がないようにしてください。 

・箱根町の苦情相談窓口は、以下の通りです。 

課名：福祉課 電話番号：０４６０―８５―７７９０ 受付時間：８：３０～１７：１５ 

・神奈川県国民健康保険団体連合会の苦情相談窓口は、以下の通りです。 

 課名：介護保険課介護苦情相談係 電話番号：０４５－３２９－３４４７ ０５７０－０２２１１０

《苦情専用》 受付時間：８：３０～１７：１５ 

 

【指導事例】 

・重要事項説明書を利用者や家族に説明、交付したことが記録等で確認できない。 

・重要事項説明書の記載項目漏れ及び内容が更新していない(特に、町の苦情相談窓口の更新)。 

・利用者の保険者の苦情相談窓口が記載されていない。 

・運営規程と重要事項説明書の内容が一致しない。 

 

(２)提供拒否の禁止(条例第１２８条(第１０条準用)、予防条例第８６条(第１２条準用)) 

正当な理由なく認知症対応型共同生活介護の提供を拒んではなりません。 

 

【ポイント】 

・原則として、利用申込に対して応じなければなりません。 

特に要介護度や所得の多寡等を理由にサービスの提供を拒否することは禁じられています。 

・提供を拒むことのできる正当な理由は、 

①事業所の現員では、利用申込に応じきれない場合 

②利用申込者の居住地が通常の事業の実施地域外である場合、その他利用申込者に対し、自ら適切な

認知症対応型共同生活介護を提供することが困難な場合 
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(３)受給資格等の確認(条例第１２８条(第１２条準用)、予防条例第８６条(第１４条準用)) 

①利用の申込みがあった場合は、その者の介護保険被保険者証によって、被保険者資格、要介護・要

支援認定の有無及び要介護認定の有効期間を確認します。 

②介護保険被保険者証に、認定審査会の意見が記載されているときは、これに配慮し、認知症対応型

共同生活介護サービスを提供するよう努めなければなりません。 

③介護保険負担割合証によって、その者の負担割合を確認します。 

 

(４)要介護・要支援認定の申請に係る援助 

(条例第１２８条(第１３条準用)、予防条例第８６条(第１５条準用)) 

①要介護・要支援認定を受けていない者から利用申込があった場合には、要介護・要支援認定の申請が、

既に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、利用申込者の意思を踏まえて、

速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければなりません。 

②居宅介護支援事業所又は地域包括支援センターは、支援が利用者に対して行われていない等の場合で

あって、必要と認めるときは、要介護・要支援認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けてい

る要介護・要支援認定の有効期間が終了する日の３０日前までに行われるよう、必要な援助を行わな

ければなりません。 

 

(５)入退居(条例第１１４条、予防条例第７５条) 

①対象者は、認知症であり、少人数による共同生活を営むことに支障がない者です。 

②入居申込者の入居に際しては、主治の医師の診断書等により当該入居申込者が認知症あることの確

認をしなければなりません。 

③入居申込者が入院治療を要する者であること等入居申込者に対し自ら必要なサービスを提供するこ

とが困難であると認めた場合は、適切な他の認知症対応型共同生活介護、介護保険施設、病院又は

診療所を紹介する等の適切な措置を速やかに講じなければなりません。 

④入居申込者の入居に際しては、その者の心身の状況、生活歴、病歴等の把握に努めなければなりま

せん。 

⑤利用者の退居の際は、利用者及びその家族の希望を踏まえた上で、退居後の生活環境や介護の継続

性に配慮し、退居に必要な援助を行わなければなりません。 

⑥利用者の退居の際は、利用者又はその家族に対し、適切な指導を行うとともに、居宅介護支援事業

者等への情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めな

ければなりません。 

 

２ サービス提供時  
 

(１)サービス提供の記録(条例第１１５条、予防条例第７６条) 

①入居の際は、入居の年月日及び入居している共同生活住居の名称を、退居の際は、退居の年月日を、

利用者の被保険者証に記載しなければなりません。 

②提供した具体的なサービスの内容等を記録しなければなりません。 

 

(２)利用料等の受領(条例第１１６条、予防条例第７７条) 

①法定代理受領サービスに該当する認知症対応型共同生活介護を提供した際は、その利用者から利用

料の一部として、認知症対応型共同生活介護に係る地域密着型介護サービス費用基準額から認知症

対応型共同生活介護事業者に支払われる地域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を

受けます。 

②法定代理受領サービスに該当しない認知症対応型共同生活介護を提供した際にその利用者から支払

を受ける利用料の額と、認知症対応型共同生活介護に係る地域密着型介護サービス費用基準額との
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間に、不合理な差額が生じないようにしなければなりません。 

③次に掲げる費用額の支払を利用者から受けることができます。 

(ア)食材料費 

(イ)理美容代 

(ウ)おむつ代 

(エ)上に掲げるもののほか、認知症対応型共同生活介護において提供される便宜のうち、日常生活に

おいても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認めら

れる費用 

④事業者は、上記の費用の額に係るサービスの提供に当たって、あらかじめ、利用者又はその家族に 

対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければなりません。 

 

【ポイント】 

・利用者負担を免除することは、重大な基準違反です。 

・領収書は、利用者負担分とその他費用の額を区分して記載する必要があります。 

・その他費用の額は、それぞれ個別の費用ごとに区分して記載しなければなりません。 

・領収書又は請求書は、サービスを提供した日や利用者負担の算出根拠である請求単位等、利用者にとっ

て支払う利用料の内訳がわかるようにしてください。 

 

(３)保険給付の請求のための証明書の交付  

(条例第１２８条(第２２条準用)、予防条例第８６条(第２３条準用)) 

償還払いを選択している利用者から費用の支払い(１０割全額)を受けた場合は、提供した認知症対

応型共同生活介護の内容、費用の額その他利用者が保険給付を保険者に対して請求する上で必要と認

められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に交付しなければなりません。 

 

(４)介護等(条例第１１９条、予防条例第８９条) 

①介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な

技術をもって行われなければなりません。 

②利用者負担により、当該共同生活住居における介護従業者以外の者による介護を受けさせてはなり

ません。 

③利用者の食事その他の家事等は、原則として利用者と介護従業者が共同で行うよう努めます。 

 

(５)社会生活上の便宜の提供等(条例第１２０条、予防条例第９０条) 

①利用者の趣味又は嗜好に応じた活動の支援に努めなければなりません。 

②利用者が日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続等について、その者又はその家族が行う 

ことが困難である場合は、その者の同意を得て、代わって行わなければなりません。 

③常に利用者の家族との連携を図るとともに利用者とその家族との交流等の機会を確保するよう努め 

なければなりません。 

 

３ サービス提供時の注意点 

 

(１)認知症対応型共同生活介護の取扱方針(条例第１１７条、予防条例第８７条) 

①認知症対応型共同生活介護は、利用者の認知症の症状の進行を緩和し、安心して日常生活を送るこ

とができるよう、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切に行われなければなりません。 

②認知症対応型共同生活介護は、利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って

家庭的な環境の下で日常生活を送ることができるよう配慮して行われなければなりません。 

③認知症対応型共同生活介護は、認知症対応型共同生活介護計画に基づき、漫然かつ画一的なものと
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ならないよう配慮して行われなければなりません。 

④共同生活住居における介護従業者は、認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、懇切丁寧に

行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいよ

うに説明を行わなければなりません。 

⑤認知症対応型共同生活介護事業者は、認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、当該利用者

又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはなりません。 

⑥認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければなりません。 

⑦認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じな

ければなりません。 

(ア)身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、そ 

の結果について、介護従業者その他の従業者に周知徹底を図ります。 

(イ)身体的拘束等の適正化のための指針を整備します。 

(ウ)介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

⑧認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する認知症対応型共同生活介護の質の評価を行

うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図ら

なければなりません。 

 

【ポイント】 

①「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会」 

「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会」(以下「身体的拘束適正化検討委員会」とい

う。)とは、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会であり、委員会の構成メンバーは、

事業所の管理者及び従業者より構成する場合のほか、これらの職員に加えて、第三者や専門家を活用し

た構成とすることが望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門医の活用等も考えられます。ま

た、運営推進会議と一体的に設置・運営することも差し支えありません。 

認知症対応型共同生活介護事業者が、報告、改善のための方策を定め、周知徹底する目的は、身体的

拘束等の適正化について、事業所全体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決

して従業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要です。 

具体的には、次のようなことを想定しています。 

(ア)身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

(イ)介護従業者その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状況、背景等を記録するととも 

に、(ア)の様式に従い、身体的拘束等について報告すること。 

(ウ)身体的拘束適正化検討委員会において、(イ)により報告された事例を集計し、分析すること。 

(エ)事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析し、身体的拘束等の発生原 

因、結果等をとりまとめ、当該事例の適正性と適正化策を検討すること。 

(オ)報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

(カ)適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。 

②身体的拘束等の適正化のための指針 

認知症対応型共同生活介護事業者が整備する「身体的拘束等の適正化のための指針」には、次のよう

な項目を盛り込みます。 

(ア)事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

(イ)身体的拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

(ウ)身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

(エ)事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針 

(オ)身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

(カ)利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

(キ)その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

 

③身体的拘束等の適正化のための従業者に対する研修 
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介護従業者その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための研修の内容としては、身体的拘束

等の適正化の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該認知症対応型共同生活介護事

業者における指針に基づき、適正化の徹底を行います。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該認知症対応型共同生活介護事業者が指針に基づい

た研修プログラムを作成し、定期的な教育(年２回以上)を開催するとともに、新規採用時には必ず身体

的拘束等の適正化の研修を実施することが重要です。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要です。研修の実施は、職員研修事業所内での研

修で差し支えありません。 

 

(２)認知症対応型共同生活介護計画の作成(条例第１１８条) 

①共同生活住居の管理者は、計画作成担当者に認知症対応型共同生活介護計画の作成に関する業務を 

担当させます。 

②認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、通所介護等の活用、地域における活動への参

加の機会の提供等により、利用者の多様な活動の確保に努めなければなりません。 

③計画作成担当者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、他の介護従

業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した認

知症対応型共同生活介護計画を作成しなければなりません。 

④計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たって、その内容について利用者又

はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければなりません。 

⑤計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画を作成した際には、当該認知症対応型共同生活

介護計画を利用者に交付しなければなりません。 

⑥計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画の作成後においても、他の介護従業者及び利用

者が認知症対応型共同生活介護計画に基づき利用する他の指定居宅サービス等を行う者との連絡を

継続的に行うことにより、認知症対応型共同生活介護計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて

認知症対応型共同生活介護計画の変更を行います。 

⑦認知症対応型共同生活介護計画の変更は、②から⑤までを準用します。 

 

(３)介護予防認知症対応型共同生活介護の具体的取扱方針(予防条例第８８条) 

①介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師からの情報伝達を

通じる等の適切な方法により、利用者の心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活全般

の状況の的確な把握を行います。 

②計画作成担当者は、前号に規定する利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、他の介護従業

者と協議の上、介護予防認知症対応型共同生活介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサー

ビスの内容、サービスの提供を行う期間等を記載した介護予防認知症対応型共同生活介護計画を作成

します。 

③計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、通所介護等の活用、

地域における活動への参加の機会の提供等により、利用者の多様な活動の確保に努めなければなりま

せん。 

④計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、その内容について

利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければなりません。 

⑤計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画を作成した際には、当該介護予防認知症

対応型共同生活介護計画を利用者に交付しなければなりません。 

⑥介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、利用者一人一人の人格を尊重し、利用者が

それぞれの役割を持って家庭的な環境の下で日常生活を送ることができるよう配慮して行わなければ

なりません。 
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⑦介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、介護予防認知症対応型共同生活介護計画に

基づき、利用者が日常生活を営むのに必要な支援を行わなければなりません。 

⑧介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又は

その家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行わなければなりませ

ん。 

⑨計画作成担当者は、他の介護従業者及び利用者が介護予防認知症対応型共同生活介護計画に基づき利

用する他の介護予防サービス等を行う者との連絡を継続的に行うことにより、介護予防認知症対応型

共同生活介護計画に基づくサービスの提供の開始時から、当該介護予防認知症対応型共同生活介護計

画に記載したサービスの提供を行う期間が終了するまでに、少なくとも１回は、当該介護予防認知症

対応型共同生活介護計画の実施状況の把握(以下「モニタリング」という。)を行うとともに、利用者

の様態の変化等の把握を行います。 

⑩計画作成担当者は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて介護予防認知症対応型共同生活介護

計画の変更を行います。 

⑪介護予防認知症対応型共同生活介護計画の変更は、①から⑨までを準用する。 

 

(４)利用者に関する町への通知  

(条例第１２８条(第２８条準用)、予防条例第８６条(第２４条準用)) 

利用者が、以下のいずれかに該当する場合は、遅滞なく意見を付してその旨を町に通知しなければ

なりません。 

①正当な理由なしに認知症対応型共同生活介護サービスの利用に関する指示に従わないことにより、

要介護状態の程度を増進させたと認められるとき 

②偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき 

 

(５)調査への協力等 (条例第１２８条(第１０４条準用)、予防条例第８６条(第６１条準用)) 

事業者は、提供したサービスに関し、利用者の心身の状況を踏まえ、サービスが行われているかどう

かを確認するために町が行う調査に協力するとともに、町から指導又は助言を受けた場合においては、

当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければなりません。 

 

(６)緊急時等の対応 (条例第１２８条(第９９条準用)、予防条例第８６条(第５６条準用)) 

従業者は、サービス提供時に利用者に病状の急変が生じた等の場合には、速やかに主治医への連絡

を行う等の必要な措置を講じなくてはなりません。 

 

【ポイント】 

・緊急時の主治医等の連絡先を従業者が把握していることが必要です。 

・事業所への連絡方法についてルールを決めて、従業者に周知してください。 

(関連)１４ページ「（１１）事故発生時の対応」参照  

 

４ 事業所運営 

 

(１)管理者の責務(条例第１２８条(第５９条の１１準用)、予防条例第８６条(第２６条準用)) 

管理者は、従業者の管理及び利用の申込みに係る調整、実施状況の把握、その他の管理を一元的に行

わなければならず、また、従業者に対して運営に関する基準を遵守させるため、必要な指揮命令を行う

必要があります。 
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【ポイント】    

・タイムカード等によって出勤状況を確認してください。 

・毎日基準以上の人員配置になるよう､適正に勤務ローテーションを組んでください。 

・計画作成担当者等、資格が必要な職種については資格を確認し、資格証等の写しを事業所で保管して 

ください。 

・従業者との雇用関係が確認できる雇用契約書等を事業所に保管してください。 

 

(２)運営規程(条例第１２２条、予防条例第８０条) 

共同生活住居ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなけれ

ばなりません。 

①事業の目的及び運営の方針 

②従業者の職種、員数及び職務内容 

③利用定員 

④認知症対応型共同生活介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑤入居に当たっての留意事項 

⑥非常災害対策 

⑦その他運営に関する重要事項 

 

【ポイント】 

・運営内容を変更した際は、運営規程を修正しておく必要があります。(修正した年月日、内容を最後尾の

附則に記載することで、事後に確認しやすくなります。) 

・変更後は、変更届を提出してください。 

 

(３)勤務体制の確保等(条例第１２３条、予防条例第８１条) 

①利用者に対し、適切な認知症対応型共同生活介護を提供できるよう、従業者の勤務の体制を定めて

おかなければなりません。 

②前項の介護従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、利用者が安心して日常生活を送ることがで 

きるよう、継続性を重視したサービスの提供に配慮しなければなりません。 

③介護従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければなりません。 

 

【ポイント】 

・勤務体制が勤務表(原則として月ごと)により明確にされていなければなりません。 

・事業所ごとに、雇用契約の締結等により事業所の指揮命令下にある従業者によりサービス提供を行って

ください。 

 

(４)衛生管理等(条例第１２８条(第５９条の１６準用)、予防条例第８６条(第３１条準用)) 

①事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めなければなりません。 

②事業所において感染症が発生し、又はまん延しないよう必要な措置を講ずるよう努めなければなり

ません。 

 

【ポイント】 

・従業員に対し健康診断等を実施し、健康状態について把握してください。 

・食事の提供を行う場合には、食中毒対策が必要です。 

・入浴介助を提供する場合には、レジオネラ症等の感染症対策が必要です。 

・採用時には必ず感染症対策に係る研修等を実施することが重要です。 

また、研修を実施した際は、その実施内容について記録を作成してください。 
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(５)掲示(条例第１２８条(第３４条準用)、予防条例第８６条(第３２条準用)) 

  事業所の利用者が見やすい場所に、 

①運営規程の概要 

②従業者の勤務の体制 

③その他のサービスの選択に資すると認められる重要事項(苦情処理の概要等) 

を掲示しなければなりません。 

 

【ポイント】 

・掲示すべき内容は重要事項説明書に網羅されていますので、重要事項説明書を掲示用に加工して掲示し

ている事業所が多いです。  

・掲示方法は、書類を壁に貼り付ける方法のほか、ファイルに入れ閲覧できるようにしてもかまいません。 

（関連）６ページ「（１）内容及び手続の説明及び同意」参照 

 

(６)秘密保持等(条例第１２８条(第３５条準用)、予防条例第８６条(第３３条準用)) 

①従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはなりま

せん。 

②過去に従業者であった者が､正当な理由がなく､その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏ら

すことがないよう、必要な措置を講じなければなりません。 

③サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は、利用者の同意を、利用者の家

族の個人情報を用いる場合は、当該家族の同意を、あらかじめ文書により得なければなりません。 

 

【ポイント】 

・「必要な措置」とは、従業者でなくなった後においても、これらの秘密を保持すべき旨を従業者の雇用

時等に取り決め、例えば違約金についての定めを置くなどの措置を講ずることです。 

・個人情報保護法の遵守について、介護保険事業者の個人情報保護法に関するガイドラインが厚生労働省

から出ています。６１ページ「個人情報保護について」を参照してください。 

 

(７)広告(条例第１２８条(第３６条準用)、予防条例第８６条(第３４条準用)) 

認知症対応型共同生活介護について広告する場合は、その内容が虚偽又は誇大なものとしてはなり

ません。 

 

(８)居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターに対する利益供与等の禁止 

(条例第１２６条、予防条例第８４条) 

①居宅介護支援事業者及び地域包括支援センター又はその従業者に対し、被保険者に対して当該共同 

生活住居を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはなりません。 

②居宅介護支援事業者又はその従業者から、当該共同生活住居からの退居者を紹介することの対償と

して、金品その他の財産上の利益を収受してはなりません。 

 

【ポイント】 

・このような行為は、指定の取消等を直ちに検討すべきとされる重大な基準違反です。 

 

(９)苦情処理(条例第１２８条(第３８条準用)、予防条例第８６条(第３６条準用)) 

提供した認知症対応型共同生活介護に関する利用者及びその家族からの苦情に、迅速かつ適切に対応

するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければなりません。 

①事業所が苦情を受けた場合 

       利用者及びその家族からの苦情を受け付けた場合は、苦情に対し事業所が組織として迅速かつ

適切に対応するため、当該苦情の受付日、内容等を記録しなければなりません。 
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②町に苦情があった場合 

     町から文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は町の職員からの質問若しくは照会に応

じ、利用者からの苦情に対して町が行う調査に協力しなければなりません。また、町から指導又

は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従い、必要な改善を行わなければなりません。 

さらに、町からの求めがあった場合は、指導又は助言に従って行った改善の内容を町に報告し

なければなりません。 
 

③国保連に苦情があった場合 

  利用者からの苦情に関して、国保連が行う調査に協力するとともに、指導又は助言を受けた場合

は、当該指導又は助言に従い必要な改善を行わなければなりません。また、国保連から求めがあっ

た場合は、指導又は助言に従って行った改善の内容を国保連に報告しなければなりません。 

 

 

【ポイント】 

①利用者からの苦情に対応するための措置 

・「必要な措置」とは、苦情を受け付けるための窓口を設置することのほか、相談窓口、苦情処理の体制

及び手順等、当該事業所における苦情を処理するために講ずる措置の概要について明らかにし、これを

利用者又はその家族にサービスの内容を説明する文書(重要事項説明書等)に記載する等の方法により周

知することです。 

（関連）６ページ「（１）内容及び手続の説明及び同意」・１３ページ「（５）掲示」参照 

②苦情に対するその後の措置 

・事業所は、苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏ま

え、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行わなければなりません。 

・また、苦情を申し出た利用者等に対して、それを理由に不当な対応を行ってはいけません。 

 

 

(１０)地域との連携等(条例第１２８条(第５９条の１７準用)、予防条例第８６条(第３９条準用)) 

①事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、町職員又は

事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センター職員、認知症対応型共同生活介護について

知見を有する者等により構成される協議会(以下「運営推進会議」という。)を設置し、おおむね２

月に１回以上、運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、

運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければなりません。 

②事業者は、①の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表し

なければなりません。 

③事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行

う等の地域との交流を図らなければなりません。 

④事業者は、その事業の運営に当たっては、提供したサービスに関する利用者からの苦情に関して、

町等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の町が実施する事業に協力するよう努めなけれ

ばなりません。 

 

 

(１１)事故発生時の対応(条例第１２８条(第４０条準用)、予防条例第８６条(第３７条準用)) 

実際に事故が起きた場合は、 

①町、家族、居宅介護支援事業者へ連絡 

②事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

③認知症対応型共同生活介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、速やかな損害賠償

を行う必要があります。 
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【ポイント】 

・事故が起きた場合の連絡先・連絡方法について、あらかじめ事業所で定め、従業員に周知してください。 

・少なくとも事業所が所在する保険者について、どのような事故が起きた場合に報告するかを確認してく 

ださい。 

・事業所の損害賠償方法(保険に加入している場合は、その内容)について把握してください。 

・事故が発生した場合又はそれに至る危険性のある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、その分析 

を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備してください。 

(具体的に想定されること) 

①報告様式を整備します。 

②介護職員その他の従業者は、介護事故等の発生、又は発見ごとにその状況、背景等を記録するととも

に、①報告様式に従い介護事故等について報告します。 

③事業所において、報告された事例を集計し、分析します。 

(ア)事例の分析は、介護事故等の発生時の状況等を分析し、介護事故等の発生原因、結果等をとりまと

め、防止策を検討します。 

(イ)報告された事例及び分析結果を職員に周知徹底します。 

(ウ)防止策を講じた後に、その効果について評価します。 

・事故に至らなかったが事故が発生しそうになった場合(ヒヤリ・ハット事例)及び現状を放置しておくと

介護事故に結びつく可能性が高いものについて、事前に情報収集し、防止対策を未然に講じる必要があ

ります。 

 

(１２)非常災害対策(条例第１２８条(第１０２条準用)、予防条例第８６条(第５９条準用)) 

①非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それ

らを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければな

りません。 

②訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければなりません。 

③地域において避難、防災等の訓練が実施されるときは、その参加に努めなければなりません。 

④非常災害時においては利用者等の状況を把握し、地域との連携のもと、その安全確保に努めなけれ

ばなりません。 

 

【ポイント】 

・グループホームなどの小規模福祉施設は、消防法により、年２回以上の訓練実施が義務付けられていま

す。「地域住民との連携」または「夜間想定」が困難であっても、所定回数以上の訓練を実施してくだ

さい。 

・職員の少ない夜間に火災が発生した場合、最も困難な活動になるのが、入所者の「避難誘導」です。短

時間に避難誘導を行うには、マンパワーが必要になります。地域の方々の協力が得られれば、安全面の

向上とともに、職員の不安も軽減されます。地域の方々との夜間想定訓練を実施しましょう。 

 

(１３)第三者評価(条例第１１７条の８、予防条例第８７条の２) 

事業者は、自らその提供する認知症対応型共同生活介護の質の評価を行うとともに、定期的に外

部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければなりません。 

 

【ポイント】 

・事業者は、各都道府県の定める基準に基づき、まず自ら評価を行った上で各都道府県が選定した評価機

関の実施するサービス評価を受け、その評価結果を踏まえた総括的な評価を行い、常に提供するサービ

スの質の改善を図らなければなりません。 

・評価結果を入居者及びその家族へ提供するほか、事業所の見やすい場所に掲示、町窓口・地域包括支援

センターに置いておく方法及びインターネットを活用する方法により、開示しなければなりません。 
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(１４)協力医療機関等(条例第１２５条、予防条例第８３条) 

①利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めなければなりません。 

②あらかじめ、協力歯科医療機関を定めなければなりません。 

③サービス提供体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老人保

健施設、介護医療院、病院等との間の連携及び支援体制を整えなければなりません。 

 

(１５)定員の遵守(条例第１２４条、予防条例第８２条) 

入居定員及び居室の定員を超えて入居させてはなりません。ただし、災害その他のやむを得ない

事情がある場合は、この限りではありません。 

 

(１６)会計の区分(条例第１２８条(第４１条準用)、予防条例第８６条(第３８条準用)) 

①事業所ごとに経理を区分するとともに、認知症対応型共同生活介護サービス事業の会計とその他

の事業の会計を区分しなければなりません。 

②具体的な会計処理等の方法は、「介護保険の給付対象事業における会計の区分について(平成１３

年３月２８日老振発第１８号)」を参照してください。 

 

(１７)記録の整備(条例第１２７条、予防条例第８５条) 

事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければなりません。 

次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければなりません。 

①認知症対応型共同生活介護計画 

②提供した具体的なサービスの内容等の記録 

③身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記

録 

④町への通知に係る記録 

⑤苦情内容等の記録 

⑥事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

⑦報告、評価、要望、助言等の記録 
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Ⅴ 虐待防止と身体的拘束の廃止 
 
(１)高齢者虐待防止法 

介護保険制度の普及や活用が進む一方で、高齢者に対する身体的・心理的虐待、介護や世話の放棄・

放任等が家庭や介護施設で表面化しています。このような背景もあり、「高齢者虐待の防止、高齢者の

養護者に対する支援等に関する法律」(以下、「高齢者虐待防止法」)が成立し、平成１８年４月１日か

ら施行されました。 

 

(２)高齢者虐待防止法による「高齢者虐待」の定義 

高齢者虐待防止法は、「高齢者虐待」を、次のように定義しています。 

①身体的虐待…高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること 

②介護・世話の放任・放棄…高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の高齢者

を養護すべき職務上の義務を著しく怠ること 

③心理的虐待…高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外 

傷を与える言動を行うこと 

④性的虐待…高齢者にわいせつな行為をすること又はさせること 

⑤経済的虐待…高齢者の財産を不当に処分するなど高齢者から不当に財産上の利益を得ること 

 

(３)保健・医療・福祉関係者の責務 

①高齢者の福祉に業務上又は職務上関係のある者は、高齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚

して、高齢者虐待の早期発見に努めなければなりません。また、国及び地方公共団体が講ずる高齢者

虐待の防止のための啓発活動及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護のための施策に協力するよう努め

る必要があります。(高齢者虐待防止法第５条)  

②認知症対応型共同生活介護は、身体的拘束に関し、条例第１１７条第５項において、「認知症対応型

共同生活介護事業者は、認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはなりませ

ん。」と規定し、さらに同条第６項において、「認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の身体的

拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければなりません。」 と規定しています。 

 

(４)身体的拘束とみなされる行為 

身体的拘束とみなされる行為は、次のとおりです。 

①徘徊しないように、車いす、いす又はベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。 

②転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。 

③自分で降りられないように、ベッドを柵(サイドレール)で囲む。 

④点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る。 

⑤点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、又は皮膚をかきむしらないように、手指の機能を

制限するミトン型の手袋等をつける。 

⑥車いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字拘束帯、腰ベルト又は車いす

テーブルをつける。 

⑦立ち上がり能力のある人の立ち上がりを妨げるようないすを使用する。 

⑧脱衣やおむつはずしを制限する為に、介護衣(つなぎ服)を着せる。 

⑨行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。 

⑩自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。 
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(５)３原則の遵守 

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合で、次の３原則の全て

を満たさなければ、身体的拘束を行うことは許されません(原則禁止)。 

①切迫性(緊急的に拘束が必要である) 

     利用者本人または他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が著しく高いこと 

②非代替性(他に方法がみつからない) 

     身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと 

③一時性(拘束する時間を限定的に定める) 

     身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること 

 

(６)虐待防止・身体拘束廃止への取組み 

各事業所においては、認知症高齢者の状態を的確に把握し、高齢者の尊厳を支える専門性の高いケア

を行うことが必要です。虐待防止や身体的拘束廃止に向けた委員会等の設置や家族への説明方法の整備、

対応方針や手続きの策定といった取組みを行うとともに、外部の研修会の受講や内部での勉強会を実施

することで、虐待防止への認識を高める取組みも必要です。 

管理者等と現場との間に意識の乖離がないよう、管理者等が中心となって、関係者全員で共通の認識

を持ち、事業所が一体となって虐待防止・身体的拘束の廃止へ取り組んでください。 
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Ⅵ 利用料の徴収と利用者からの同意 
 
(１)利用料の受領 

認知症対応型共同生活介護は、次に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができます。 

①食材料費 

②理美容代 

③おむつ代 

④上記３項目に掲げるもののほか、認知症対応型共同生活介護おいて提供される便宜のうち、日常生

活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認め

られるもの(その他の日常生活費)です。 

 

【ポイント】 

「その他の日常生活費」の受領に関する基準(平成１２年３月３０日 老企第５４号) 

「その他の日常生活費」の趣旨にかんがみ、事業者又は施設が利用者等から「その他の日常生活費」の 

徴収を行うに当たっては、以下に掲げる基準を遵守しなければなりません。 

①「その他の日常生活費」の対象となる便宜と、保険給付の対象となっているサービスとの間に重 

複関係がない。 

②保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されない、あいまいな名目の受領でない。 

したがって、お世話料、管理協力費、共益費、施設利用補償金といったあいまいな名目徴収は認

められず、費用の内訳を明らかにすることが必要です。 

③「その他の日常生活費」の対象となる便宜は、利用者等又はその家族等の自由な選択に基づいて

行われるものでなければならず、事業者又は施設は「その他の日常生活費」の受領について利用

者等又はその家族等に事前に十分な説明を行い、その同意を得なければならない。 

④「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる便宜を行うための実費相当額の範囲内で行わ

れなければならない。 

⑤「その他の日常生活費」の対象となる便宜及びその額は、当該事業者又は施設の運営規程におい

て定めなければならず、また、サービスの選択に資すると認められる重要事項として、施設の見

やすい場所に掲示されなければならない。 

ただし、「その他の日常生活費」の額については、その都度変動する性質のものである場合には、

「実費」という形の定め方が許されます。 

 

(２)利用者負担とするものが妥当でない利用料 

下記のものについては、介護報酬に含まれていますので、利用者負担とすることは妥当ではありません。 

①協力医療機関等への通院介助料(人件費)、タクシー代等の交通費、駐車場代 

②共用で使用する洗剤やトイレットペーパー 

③介護のために必要なプラスチックグローブ 

④居宅療養管理指導以外の他の介護保険サービス費用 

⑤外泊・入院期間中の食材料費 

⑥利用者の処遇上必要になった福祉用具の利用料金(個人の希望で利用する場合を除く)※１ 

(※１)福祉用具の費用負担について 

入居者が福祉用具を利用するに当たっては、介護支援専門員等を中心に行われる総合的なアセスメ

ントの結果、利用者の処遇上、車いすや介護ベッド等の福祉用具が必要と判断した場合は、事業者

の負担により介護サービスの一環として提供することになります。 

なお、利用者や家族の希望で利用する場合は、個人の負担となりますが、費用負担について協議し、

その結果を文書で保存するようにしてください。 
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Ⅶ 入居一時金の取扱い 
 

(１)受領可能な費用、できない費用(老人福祉法第１４条の４第１項) 

①受領可能な費用 

(ア)家賃 

(イ)敷金(上限：家賃の６月分に相当する額) 

(ウ)日常生活上必要な便宜の供与の対価(介護報酬、実費負担額) 

(エ)前払金(※受領するための条件は(２)の通り) 

②受領できない費用 

権利金(入居一時金、権利金、入会金等) 

③経過措置 

平成２４年３月３１日までに老人福祉法に基づく届出をしている事業所については、平成２７年４月

１日から受領する金品から適用します。 

 

(２)前払金を受領するための条件(老人福祉法第１４条の４第２項、第３項) 

①受領可能な項目 

(家賃又は施設の利用料並びに、介護、食事の提供及びその他の日常生活上必要な便宜の供与) 

②前払金の算定基礎を書面で明示 

③前払金の返還に備えて、銀行の債務の保証その他の厚生労働大臣が定める措置 

④入居後３月以内及び想定入居期間内に契約解除又は死亡により終了した場合に、前払金の額から実費 

相当額（※）を控除した額に相当する額を返還する旨の契約を締結 

※実費相当額 

(ア)入居後３月以内：家賃等÷３０日×入居日数 

(イ)想定入居期間内：契約解除日又は死亡により終了した日以降の期間について、日割計算により算

出した家賃等の金額を前払金の額から控除したもの。 

⑤経過措置 

  施行日(平成２４年４月１日)以降に入居した者に係る前払金から適用 
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Ⅷ 介護報酬請求上の注意点について 
 

１ 認知症対応型共同生活介護費 
 

(１)認知症対応型共同生活介護費 

介護報酬は、厚生労働大臣が定める基準により算出します。算出の方法は次のとおりです。 

①事業者は、地域密着型サービス介護給付費単位数表に基づき、単位数を算出します。基本の単位数

に対して、加算・減算が必要な場合には、加算・減算の計算を行うごとに、小数点以下の四捨五入

を行います。なお、サービスコード表に掲載されている単位数は、すでに端数処理を行った単位数

のため、端数処理を行う必要はありません。 

②上記①により算出した単位数に、地域ごとの１単位(箱根町では、１０．１４円)を乗じて単価を算

定(金額に換算)します。また、その際１円未満の端数は切り捨てます。 

③上記②に算出した額に、９０％、８０％又は７０％を乗じた額が保険請求額となり、総額から保険

請求額を引いた額が利用者負担となります。 

 

【介護報酬算定上の端数処理と利用者負担の算定方法】 

(例)認知症対応型共同生活介護を３０日提供した場合(１ユニットの場合)(地域区分は５級地) 

（要介護３で、初期加算・医療連携体制加算(Ⅰ)・サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イを算定） 

①単位数算定 ８１８＋３０＋３９＋１８＝９０５単位 

②金額換算 ９０５単位×３０日=２７，１５０単位 

２７，１５０ 単位×１０．１４ 円/単位=２７５，３０１円 (１円未満の端数切り捨て) 

③保険請求額と利用者負担(１割の場合) 

    保険請求額：２７５，３０１円×９０％=２４７，７７０円(１円未満の端数切り捨て) 

    利用者負担：２７５，３０１円－２４７，７７０円(保険請求額)=２７，５３１円 

  

グループホームの基本報酬(Ⅰ)(１ユニットの場合)「利用者負担が１割の場合」 

 （１日につき） （月額） 

要介護度 単位数 全額 
保険給付分

（９割） 

利用者負担分 

（１割） 

利用者 

負担分 

要支援２ ７５５単位  ７，６５５円 ６，８８９円 ７６６円 ２２，９８０円 

要介護１ ７５９単位  ７，６９６円 ６，９２６円 ７７０円 ２３，１００円 

要介護２ ７９５単位  ８，０６１円 ７，２５４円 ８０７円 ２４，２１０円 

要介護３ ８１８単位  ８，２９４円 ７，４６４円 ８３０円 ２４，９００円 

要介護４ ８３５単位  ８，４６６円 ７，６１９円 ８４７円 ２５，４１０円 

要介護５ ８５２単位  ８，６３９円 ７，７７５円 ８６４円 ２５，９２０円 

 

 グループホームの基本報酬(Ⅱ)(２ユニットの場合)「利用者負担が１割の場合」 

 （１日につき） （月額） 

要介護度 単位数 全額 
保険給付分

（９割） 

利用者負担分 

（１割） 

利用者 

負担分 

要支援２ ７４３単位  ７，５３４円 ６，７８０円 ７５４円 ２２，６２０円 

要介護１ ７４７単位  ７，５７４円 ６，８１６円 ７５８円 ２２，７４０円 

要介護２ ７８２単位  ７，９２９円 ７，１３６円 ７９３円 ２３，７９０円 

要介護３ ８０６単位  ８，１７２円 ７，３５４円 ８１８円 ２４，５４０円 

要介護４ ８２２単位  ８，３３５円 ７，５０１円 ８３４円 ２５，０２０円 

要介護５ ８３８単位  ８，４９７円 ７，６４７円 ８５０円 ２５，５００円 
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短期利用共同生活介護(Ⅰ)(１ユニットの場合)「利用者負担が１割の場合」 

 （１日につき） 

介護度 単位数 全額 
保険給付分 

（９割） 

利用者負担分 

（１割） 

要支援２ ７８３単位  ７，９３９円 ７，１４５円 ７９４円 

要介護１ ７８７単位  ７，９８０円 ７，１８２円 ７９８円 

要介護２ ８２３単位 ８，３４５円 ７，５１０円 ８３５円 

要介護３ ８４７単位 ８，５８８円 ７，７２９円 ８５９円 

要介護４ ８６３単位 ８，７５０円 ７，８７５円 ８７５円 

要介護５ ８８０単位 ８，９２３円 ８，０３０円 ８９３円 

 

短期利用共同生活介護(Ⅱ)(２ユニットの場合)「利用者負担が１割の場合」 

 （１日につき） 

介護度 単位数 全額 
保険給付分 

（９割） 

利用者負担分 

（１割） 

要支援２ ７７１単位  ７，８１７円 ７，０３５円 ７８２円 

要介護１ ７７５単位 ７，８５８円 ７，０７２円 ７８６円 

要介護２ ８１１単位 ８，２２３円 ７，４００円 ８２３円 

要介護３ ８３５単位 ８，４６６円 ７，６１９円 ８４７円 

要介護４ ８５１単位 ８，６２９円 ７，７６６円 ８６３円 

要介護５ ８６７単位 ８，７９１円 ７，９１１円 ８８０円 

 

(２)短期利用認知症対応型共同生活介護費 

   ①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の

勤務条件に関する基準を満たすものとして町長に届け出た認知症対応型共同生活介護事業所において、

認知症対応型共同生活介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態

区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定します。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する

基準を満たさない場合は、所定単位数の１００分の９７に相当する単位数を算定します。なお、利用

者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定

めるところにより算定します。 

   ②別に厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９６号) 

    (ア)短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅰ)を算定すべき認知症対応型共同生活介護の施設基準 

(Ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所を構成する共同生活住居の数が１です。 

(Ｂ)当該認知症対応型共同生活介護の事業を行う者が、居宅サービス、地域密着型サービス、居

宅介護支援、介護予防サービス、地域密着型介護予防サービス若しくは介護予防支援の事業

又は介護保険施設若しくは介護療養型医療施設の運営について３年以上の経験を有します。 

(Ｃ)次のいずれにも適合します。ただし、利用者の状況や利用者の家族等の事情により、居宅介

護支援事業所の介護支援専門員が、緊急に短期利用認知症対応型共同生活介護費を算定すべ

き認知症対応型共同生活介護を受けることが必要と認めた者に対し、居宅サービス計画にお

いて位置付けられていない短期利用認知症対応型共同生活介護を提供する場合であって、当

該利用者及び他の利用者の処遇に支障がない場合にあっては、(Ａ)及び(Ｂ)の規定にかかわ

らず、当該認知症対応型共同生活介護事業所を構成する共同生活住居の定員の合計数を超え

て、短期利用認知症対応型共同生活介護を行うことができます。 

(ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居の定員の範囲内で、空いている居室

等を利用するものです。 

(ｂ)１の共同生活住居において、短期利用認知症対応型共同生活介護を受ける利用者の数は１

名とします。 
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(Ｄ)利用の開始に当たって、あらかじめ３０日以内の利用期間を定めます。 

(Ｅ)短期利用認知症対応型共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を有する従業者が確保さ

れています。 

(Ｆ)指定地域密着型サービス基準第９０条に定める従業者の員数を置いています。 

(イ)短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ)を算定すべき認知症対応型共同生活介護の施設基準 

(Ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所を構成する共同生活住居の数が２以上です。 

(Ｂ)(ア)(Ｂ)から(Ｆ)までに該当するものです。 

③厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準(平成１２年２月１０日 厚労告第９

６号) 

認知症対応型共同生活介護事業所ごとに夜勤を行う介護従業者の数が、当該事業所を構成する共同

生活住居ごとに１以上です。 

④地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

   短期利用認知症対応型共同生活介護については、厚生労働大臣が定める施設基準第３１号ハに規定

する基準を満たす認知症対応型共同生活介護事業所において算定できます。 

(ア)同号ハ(３)ただし書に規定する認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居の定員の合計

数を超えて行う短期利用認知症対応型共同生活介護は、あくまでも、緊急に短期利用認知症対応

型共同生活介護を受ける必要がある者にのみ提供が認められるものであり、当該利用者に対する

短期利用認知症対応型共同生活介護の提供は、７日を限度に行います。 

また、「当該利用者及び他の利用者の処遇に支障がない場合」とは、当該利用者を当該事業所

の共同生活住居(複数の共同生活住居がある場合、当該利用者が日中の時間帯等に共同生活を送る

共同生活住居とする。)の利用者とみなして、当該利用者の利用期間を通じて人員基準を満たして

おり、かつ、当該利用者が利用できる個室を有している場合とします。特に個室の面積の最低基

準は示していませんが、当該利用者の処遇上、充分な広さを有します。 

なお、認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居の定員の合計数を超えて受け入れること

ができる利用者数は、認知症対応型共同生活介護事業所ごとに１人まで認められるものであり、

この場合、定員超過利用による減算の対象とはなりません。 

(イ)同号ハ(５)に規定する「短期利用認知症対応型共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を

有する従業者」とは、認知症介護実務者研修のうち「専門課程」、認知症介護実践研修のうち

「実践リーダー研修」若しくは「認知症介護実践リーダー研修」又は認知症介護指導者養成研修

を修了している者です。 

 

国Ｑ＆Ａ(全国介護保険担当課長ブロック会議資料Ｑ＆Ａ (平成１８年２月２４日)) 

（問９７） 

Ｑ.認知症対応型共同生活介護事業所において実施する短期利用共同生活介護の要件として、職員の研修受

講が義務付けられているが、経過措置はないのか。 

Ａ.一般的な経過措置を設けることは想定していない。ただし、構造改革特区における認知症高齢者グルー

プホームの短期利用事業として今年度内に事業が実施されている場合には、一定の経過措置を設けるこ

とについて検討しているところである。 

 

国Ｑ＆Ａ(介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関するＱ＆Ａ (平成１８年９月４日)) 

（問４９） 

Ｑ.短期利用の３年経過要件について、事業所の法人が合併等により変更したことから、形式上事業所を一

旦廃止して、新しい会社の法人の事業所として同日付けで指定を受けた場合、事業所が初めて指定を受

けて３年は経過しているが、新しい会社の事業所としては３年経過要件を満たしていない。この場合、

短期利用を行うことは可能か。 

Ａ１.グループホームで短期利用を行うための事業所の開設後３年経過要件については､職員や他の入居者

との安定した人間関係の構築や職員の認知症ケアに係る経験が必要であることから、事業所の更新期

間(６年)の折り返し点を過ぎ､人間関係など一般的にグループホームの運営が安定する時期に入って

いると考えられること等を勘案して設定したものである。 

２.事業所の職員に変更がないなど事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合には､短期
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利用を認めることとして差し支えない。 

（問５０） 

Ｑ.グループホームの短期利用については、空いている居室等を利用しなければならないが、入院中の入居

者の同意があれば、入院中の入居者の居室を短期利用に活用することは可能か。 

Ａ.入院中の入居者のために居室を確保しているような場合であっても､入院中の入居者の同意があれば、

家具等を別の場所に保管するなど、当該入居者のプライバシー等に配慮を行った上で､その居室を短期

利用で利用することは差し支えない。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.２)(平成２４年３月３０日)) 

（問４９） 

Ｑ.利用者に対し連続して３０日を超えて短期利用共同生活介護を行っている場合において、３０日を超え 

る日以降に行った短期利用共同生活介護については、短期利用共同生活介護費は算定できないが、その 

連続する期間内に介護予防短期利用共同生活介護の利用実績がある場合はどのように取り扱うのか。 

Ａ.当該期間内に介護予防短期利用共同生活介護の利用実績がある場合は、その期間を含める取扱いとなる。 

 

(３)入院時費用 

   ①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして町長に届け出た認知症対応型共同生活介

護事業所において、利用者が病院又は診療所への入院を要した場合は、１月に６日を限度として所定

単位数に代えて１日につき２４６単位を算定します。ただし、入院の初日及び最終日は算定できませ

ん。 

   ②別に厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚生労働省告示第９５号) 

     利用者について、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合であって、入院後３月以内に退院す

ることが明らかに見込まれるときは、その者及びその家族の希望等を勘案し、必要に応じて適切な便

宜を供与するとともに、やむを得ない事情がある場合を除き、退院後再び当該指定認知症対応型共同

生活介護事業所に円滑に入居することができる体制を確保します。 

   ③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)入院時費用を算定する認知症対応型共同生活介護事業所は、あらかじめ、利用者に対して、入院

後３月以内に退院することが明らかに見込まれるときは、その者及びその家族等の希望等を勘案

し、必要に応じて適切な便宜を供与するとともに、やむを得ない事情がある場合を除き、退院後

再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に円滑に入居することができる体制を確保してい

ることについて説明を行います。 

(Ａ)「退院することが明らかに見込まれるとき」に該当するか否かは、利用者の入院先の病院又は

診療所の当該主治医に確認するなどの方法により判断します。 

(Ｂ)「必要に応じて適切な便宜を提供」とは、利用者及びその家族の同意の上での入退院の手続き

や、その他の個々の状況に応じた便宜を図ることを指します。 

(Ｃ)「やむを得ない事情がある場合」とは、単に当初予定の退院日に居室の空きがないことをもっ

て該当するものではなく、例えば、利用者の退院が予定より早まるなどの理由により、居室の

確保が間に合わない場合等を指します。事業所側の都合は、基本的には該当しないことに留意

してください。 

(Ｄ)利用者の入院の期間中の居室は、短期利用認知症対応型共同生活介護等に利用しても差し支え

ありませんが、当該利用者が退院する際に円滑に再入居できるよう、その利用は計画的なもの

でなければなりません。 

(イ)入院の期間には初日及び最終日は含まないので、連続して７泊の入院を行う場合の入院期間は、

６日と計算されます。 

(例)入院期間：３月１日～３月８日(８日間） 

３月１日 入院の開始………所定単位数を算定 

３月２日～３月７日(６日間)………１日につき２４６単位を算定可 

３月８日 入院の終了………所定単位数を算定 
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(ウ)利用者の入院の期間中にそのまま退居した場合は、退居した日の入院時の費用は算定できます。 

(エ)利用者の入院の期間中で、かつ、入院時の費用の算定期間中にあっては、当該利用者が使用して

いた居室を他のサービスに利用することなく空けておくことが原則であるが、当該利用者の同意

があれば、その居室を短期利用認知症対応型共同生活介護等に活用することは可能です。ただし、

この場合に、入院時の費用は算定できません。 

(オ)入院時の取扱い 

(Ａ)入院時の費用の算定にあたって、１回の入院で月をまたがる場合は、最大で連続１３泊(１２

日分)まで入院時の費用の算定が可能です。 

(例)月をまたがる入院の場合 

入院期間：１月２５日～３月８日 

１月２５日 入院………所定単位数を算定 

１月２６日～１月３１日(６日間)………１日につき２４６単位を算定可 

２月１日～２月６日(６日間)………１日につき２４６単位を算定可 

２月７日～３月７日………費用算定不可 

３月８日 退院………所定単位数を算定 

(Ｂ)利用者の入院の期間中は、必要に応じて、入退院の手続きや家族、当該医療機関等への連絡調

整、情報提供などの業務にあたります。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.１）(平成３０年３月２３日)」) 

（問１１２） 

Ｑ.入院時の費用の算定について 、３ヶ月入院した場合に、次のように、毎月６日を限度として加算を認

めることは差し支えないか。 

 (例)４月 1日から６月３０日まで３ヶ月入院した場合 

４月１日(入院) 

４月２日～７日(一日につき２４６単位を算定） 

４月８日～３０日 

５月１日～６日(一日につき２４６単位を算定) 

５月７日～３１日 

６月１日～６日(一日につき２４６単位を算定） 

６月７日～２９日 

６月３０日(退院) 

Ａ.平成１８年３月３１日老計発第０３３１００５号、老振発第０３３１００５号、老老発第０３３１０１

８号第２－６－(６)－⑤に示すように入院当初の期間が、最初の月から翌月へ連続して跨る場合は、都

合１２日まで算定可能であるが、事例のような毎月ごとに６日間の費用が算定できるものではない。 

 

２ 減算 

 

(１)人員基準欠如減算 

 ①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務

条件に関する基準を満たすものとして町長に届け出た認知症対応型共同生活介護事業所において、認知症

対応型共同生活介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分に応じ

て、それぞれ所定単位数を算定します。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさな

い場合は、所定単位数の１００分の９７に相当する単位数を算定します。なお、利用者の数又は従業者の

員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定し

ます。 
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②別に厚生労働大臣が定める基準(平成１２年２月１０日 厚労告第２７号) 

(ア)認知症対応型共同生活介護の利用者の数(認知症対応型共同生活介護事業者が介護予防認知症対応型

共同生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、認知症対応型共同生活介護の事業と介護予防認知

症対応型共同生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、

認知症対応型共同生活介護の利用者の数及び介護予防認知症対応型共同生活介護の利用者の数の合

計数)が次の表の上欄に掲げる基準に該当する場合における認知症対応型共同生活介護費については、

同表の下欄に掲げるところにより算定する。 

厚生労働大臣が定める利用者の数の基準 厚生労働大臣が定める認知症対応型共同生活介

護費の算定方法 

介護保険法施行規則(平成１１年厚生省令第３６

号)第１３１条の６の規定に基づき町長に提出し

た運営規程に定められている利用定員を超える

こと。 

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の

所定単位数に１００分の７０を乗じて得た単位

数を用いて、指定地域密着型サービスに要する

費用の額の算定に関する基準の例により算定し

ます。 

(イ)認知症対応型共同生活介護事業所の従業者の員数が次の表の上欄に掲げる員数の基準に該当する場合

における認知症対応型共同生活介護費については、同表の下欄に掲げるところにより算定します。 

厚生労働大臣が定める従業者の員数の基準 厚生労働大臣が定める認知症対応型共同生活介

護費の算定方法 

指定地域密着型サービス基準第９０条に定める

員数を置いていないこと。 

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の

所定単位数に１００分の７０を乗じて得た単位

数を用いて、指定地域密着型サービスに要する

費用の額の算定に関する基準の例により算定す

る。 

 ③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

   (ア)認知症対応型共同生活介護は、当該事業所又は施設の職員の配置数が、人員基準上満たすべき員数を

下回っているいわゆる人員基準欠如に対し、介護給付費の減額を行うこととし、認知症対応型共同生

活介護等の算定方法において、人員基準欠如の基準及び単位数の算定方法を明らかにしているところ

ですが、これは、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、人員基準欠如の未然防止を図

るよう努めるものです。 

(イ)人員基準上満たすべき職員の員数を算定する際の利用者数等は、当該年度の前年度(毎年４月１日に

始まり翌年３月３１日をもって終わる年度)の平均を用います(ただし、新規開設又は再開の場合は推

定数によります)。この場合、利用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延数の数を当該前年度の

日数で除して得た数とします。この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点第２位以下を切り上

げるものとします。 

(ウ)看護・介護職員の人員基準欠如については、 

(Ａ)人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合には、その翌月から人員基準欠如が  

解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が認知症対応型共同生活介護等

の算定方法に規定する算定方法に従って減算されます 

(Ｂ)１割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、

利用者等の全員について所定単位数が認知症対応型共同生活介護等の算定方法に規定する算定方

法に従って減算されます。(ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除

きます。) 

(エ)看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至っ  

た月まで、利用者等の全員について所定単位数が認知症対応型共同生活介護費等の算定方法に規定す

る算定方法に従って減算されます。(ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場

合を除きます。) 
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認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者が必要な研修を修了していない場合及び

認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者のうち、介護支援専門員を配置していない

場合についても、同様の取扱いとなります。ただし、都道府県(指定都市を含む。)における研修の開

催状況を踏まえ、研修を修了した職員の離職等により人員基準欠如となった場合に、認知症対応型共

同生活介護事業所にあっては計画作成担当者を新たに配置し、かつ、町からの推薦を受けて都道府県

に研修の申込を行い、当該計画作成担当者が研修を修了することが確実に見込まれるときは、当該研

修を修了するまでの間は減算対象としない取扱いとなります。なお、当該計画作成担当者が受講予定

の研修を修了しなかった場合は、通常の減算の算定方法に従って、人員基準欠如が発生した翌々月か

ら減算を行うこととしますが、当該計画作成担当者が研修を修了しなかった理由が、当該計画作成担

当者の急な離職等、事業所の責に帰すべき事由以外のやむを得ないものである場合であって、当該離

職等の翌々月までに、研修を修了することが確実に見込まれる計画作成担当者を新たに配置したとき

は、当該研修を修了するまでの間は減算対象としない取扱いとすることも差し支えありません。 

(オ)地域密着型サービス基準第６３条第１項及び第１７１条第１項の夜間及び深夜の勤務又は宿直勤務を

行う職員の人員基準欠如については、ある月において以下のいずれかの事態が発生した場合に、その

翌月において利用者等の全員について、減算することとなります。 

(Ａ)当該従事者が勤務すべき時間帯において職員数が地域密着型サービス基準に定める員数に満た

ない事態が２日以上連続して発生した場合 

(Ｂ)当該従事者が勤務すべき時間帯において職員数が地域密着型サービス基準に定める員数に満た

ない事態が４日以上発生した場合 

(カ)町長は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員の増員、利用定員等の見直し、事業の休止等

を指導します。当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討す

るものとなります。 

 

 

国Ｑ＆Ａ(介護制度改革ＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ Ｖｏｌ.１０６(平成１８年５月２５日)」) 

Ｑ.認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護及び介護予

防小規模多機能型居宅介護について、計画作成担当者や介護支援専門員が必要な研修を修了していない

場合や介護支援専門員を配置していない場合の減算（所定単位数の１００分の７０）に対応するサービ

スコード等がないようだが、どのように減算の届出や請求を行ったらよいのか。 

Ａ１.認知症対応型共同生活介護や小規模多機能型居宅介護等について、計画作成担当者や介護支援専門員

が必要な研修を修了していない場合や介護支援専門員が必要な研修を修了していない場合や介護支援

専門員を配置していない場合など減算対象となる場合の①減算の届出に係る記載②請求に係るサービ

スコードについては、以下のとおり取り扱うこととする。 

＜介護給付費算定に係る体制等状況等一覧表＞ 

 ①小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護の場合 

  ・「職員の欠員による減算の状況」欄の「３ 介護職員」に○印をつける。 

 ②認知症対応型共同生活介護（短期利用型含む）及び介護予防認知症対応型共同生活介護の場合 

  ・「職員の欠員による減算の状況」欄の「２ 介護従業者」に○印をつける。 

＜介護給付費単位数等サービスコード表＞ 

 ①小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護の場合 

  ・「算定項目」欄の「介護・看護職員が欠員の場合×７０％」欄に対応するサービスコードを 

使用する。 

②認知症対応型共同生活介護(短期利用型を含む)及び介護予防認知症対応型共同生活介護の場合 

  ・「算定項目」欄の「介護従業者が欠員の場合×７０％」欄に対応するサービスコードを使用す 

る。 

※なお、「厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護

費等の算定方法」(平成１２年厚生省告示第２７号）等の告示における職員の欠員による減算の規定

が不明確との指摘があったことから、官報の一部訂正により対応することとしている。 
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２.小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員については、登録者についての小規模多機能型居宅

介護以外の居宅サービスを含めた「ケアプラン」の作成や、当該居宅サービスを含めた「給付管理

票」の作成・国保連への提出など、居宅介護支援事業所の介護支援専門員が通常行っている業務を行

う必要があることから、欠員が生じた場合には、減算にならなくとも、速やかに配置するようにする

こと。 

 なお、月の末日に小規模多機能型居宅介護事業所に介護支援専門員が配置されていない場合は、小

規模多機能型居宅介護事業所の登録者に係る給付管理票の「担当介護支援専門員番号」欄は「９９９

９９９９９」と記載すること。 

 

国Ｑ＆Ａ(介護制度改革ＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ Ｖｏｌ.１１０(平成１８年６月８日)」) 

Ｑ.認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者及び小規模多機能型居宅介護事業所における

介護支援専門員が必要な研修を修了していない場合の減算（所定単位数の１００分の７０を算定）につ

いて、職員の突然の離職等により研修修了要件を満たさなくなった場合、必要な研修は年間３，４回程

度しか実施されていないにもかかわらず、研修が開催されるまでの間は減算の適用を受けることになる

のか。保険者の判断により、研修の申込を行っている場合は減算対象としないといった取扱いをするこ

とは可能か。 

Ａ.(１)減算の取扱いについて 

１ 認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者等が必要な研修を修了していない場合の  

人員基準欠如については、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者全員

について減算されるが、翌月の末日において人員基準を満たしていれば減算されないこととなって

いる。 

２ 職員の離職等により、新たに計画作成担当者等を配置した場合であっても、研修修了要件を満たし 

ていないときは、原則として、研修の開催状況にかかわらず、減算の対象となる。 

３ しかしながら、都道府県における研修の開催状況等を踏まえ、職員の離職等の後、新たに計画作成 

担当者等を配置し、かつ、市町村からの推薦を受けて都道府県に研修の申込を行い、当該計画作成 

担当者等が研修を修了することが確実に見込まれる場合は、当該研修を修了するまでの間は減算対 

象としないこととする。 

４ なお、受講予定の研修を修了しなかった場合においては、通常の減算の算定方法に基づき、（人員 

基準欠如が発生した翌々月から）減算を行うこととする。 

（２）研修受講上の配慮 

５ 市町村においては、「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」（老計発第０３３１０ 

０７厚生労働省老健局計画課長通知）に定める研修受講に当たっての都道府県への「推薦書」(別

紙３)の余白等を活用して、「当該事業所は職員の離職等により人員基準欠如となったが、当該職

員に代わる新たな職員を配置しており、新たな職員に対して早期に研修を受講させる必要があ

る。」旨を明記し、都道府県がその状況が確認できるようにすること。 

６ 都道府県においては、市町村から上記「推薦書」が提出された場合には、新たに配置された職員に 

早期に研修を修了させて、実務に活かされるようにする観点から、当該職員を優先して、最も近い 

研修を受講させるよう配慮させたい。 

 

国Ｑ＆Ａ(介護制度改革ＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ Ｖｏｌ.１２７(平成１８年９月４日)」) 

Ｑ.「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービス

に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項についての一部改正について」

(平成１８年６月２０日老計発第０６２０００１号)厚生労働省老健局計画課長通知)において、認知症

対応型共同生活介護事業所の計画作成担当者の研修未修了に係る減算猶予について示されたが、平成１

８年４月前(介護支援専門員配置の経過措置終了前)から介護支援専門員を配置しているものの研修を受

けていない場合であっても、今後の研修修了見込みがあれば減算対象とならないと考えてよいか。 

Ａ１.同通知では、「研修を修了した職員の離職等により人員基準欠如となった場合に、・・・指定認知症

対応型共同生活介護事業所にあっては計画作成担当者を新たに配置し、かつ、市町村からの推薦を受

けて都道府県に研修の申込を行い、・・・当該計画作成担当者が研修を修了することが確実に見込ま

れるときは､当該研修を修了するまでの間は減算対象としない取扱いとする」としたところである。 
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２.お尋ねのケースのように、平成１８年４月前に介護支援専門員である計画作成担当者を配置したもの

の研修を受けていない場合も､留意事項通知に定める「職員の離職等」に含まれることとなり、今後研修を

終了することが確実に見込まれるときは、減算対象としない取扱いとなる。 

 

(２)夜勤職員の勤務条件を満たさない場合 

   ①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の

勤務条件に関する基準を満たすものとして町長に届け出た認知症対応型共同生活介護事業所において、

認知症対応型共同生活介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態

区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定します。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する

基準を満たさない場合は、所定単位数の１００分の９７に相当する単位数を算定します。なお、利用

者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定

めるところにより算定します。 

②別に厚生労働大臣が定める基準(平成１２年２月１０日 厚労告第２９号) 

認知症対応型共同生活介護事業所ごとに夜勤を行う介護従業者の数が、当該事業所を構成する共同

生活住居ごとに１以上です。 

③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)認知症対応型共同生活介護は、夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の所定単位数の減算に

係る規定を置いているところですが、これらの規定は、夜間の安全の確保及び利用者等のニーズに

対応し、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、夜勤を行う看護職員又は介護職員の

員数不足の未然防止を図るよう努めるものです。  

(イ)夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の減算については、ある月において以下のいずれかの

事態が発生した場合に、その翌月において利用者等の全員について、所定単位数が減算されること

となります。  

(Ａ)夜勤時間帯(午後１０時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する１６時間をいい、原則

として事業所又は施設ごとに設定するものとする)において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に

定める員数に満たない事態が２日以上連続して発生した場合  

(Ｂ)夜勤時間帯において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態が４日以上

発生した場合  

(ウ)夜勤を行う職員の員数の算定における利用者等の数については、当該年度の前年度(毎年４月１日

に始まり翌年３月３１日をもって終わる年度です。)の平均を用います。(ただし、新規開設又は再

開の場合は推定数です。)この場合、利用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延数を当該前年

度の日数で除して得た数とします。この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点以下を切り上

げるものとします。 

(エ)町長は、夜勤を行う職員の不足状態が続く場合には、夜勤を行う職員の確保を指導し、当該指導 

に従わない場合は、指定の取消しを検討することとなります。 

 

(３)定員超過利用減算 

  ①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤

務条件に関する基準を満たすものとして町長に届け出た認知症対応型共同生活介護事業所において、認

知症対応型共同生活介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分

に応じて、それぞれ所定単位数を算定します。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を

満たさない場合は、所定単位数の１００分の９７に相当する単位数を算定します。なお、利用者の数又

は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところ

により算定します。 
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  ②別に厚生労働大臣が定める基準(平成１２年２月１０日 厚労告第２７号) 

(ア)認知症対応型共同生活介護の利用者の数(認知症対応型共同生活介護事業者が介護予防認知症対応型

共同生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、認知症対応型共同生活介護の事業と介護予防認知

症対応型共同生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、

認知症対応型共同生活介護の利用者の数及び介護予防認知症対応型共同生活介護の利用者の数の合

計数)が次の表の上欄に掲げる基準に該当する場合における認知症対応型共同生活介護費については、

同表の下欄に掲げるところにより算定します。 

厚生労働大臣が定める利用者の数の基準 厚生労働大臣が定める認知症対応型共同生活介

護費の算定方法 

介護保険法施行規則(平成１１年厚生省令第３６

号)第１３１条の６の規定に基づき町長に提出し

た運営規程に定められている利用定員を超える

こと。 

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の

所定単位数に１００分の７０を乗じて得た単位

数を用いて、指定地域密着型サービスに要する

費用の額の算定に関する基準の例により算定し

ます。 

    (イ)認知症対応型共同生活介護事業所の従業者の員数が次の表の上欄に掲げる員数の基準に該当する

場合における認知症対応型共同生活介護費については、同表の下欄に掲げるところにより算定し

ます。 

厚生労働大臣が定める従業者の員数の基準 厚生労働大臣が定める認知症対応型共同生活介

護費の算定方法 

指定地域密着型サービス基準第９０条に定める

員数を置いていないこと。 

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の

所定単位数に１００分の７０を乗じて得た単位

数を用いて、指定地域密着型サービスに要する

費用の額の算定に関する基準の例により算定す

る。 

  ③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)認知症対応型共同生活介護について当該事業所又は施設の利用者等の定員を上回る利用者等を入所

等させている場合(いわゆる定員超過利用の場合)においては、介護給付費の減額を行うこととし、

認知症対応型共同生活介護費等の算定方法において、定員超過利用の基準及び単位数の算定方法を

明らかにしているところであるが、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、定員超過

利用の未然防止を図るよう努めます。 

(イ)この場合の入所者の数は、１月間(暦月)の利用者等の数の平均を用います。この場合、１月間の利

用者等の数の平均は、当該月の全入所者等の延数を当該月の日数で除して得た数です。この平均入

所者数等の算定に当たっては、小数点以下を切り上げます。 

(ウ)利用者等の数が、認知症対応型共同生活介護費等の算定方法に規定する定員超過利用の基準に該当

することとなった事業所については、その翌月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、利

用者等の全員について、所定単位数が認知症対応型共同生活介護費等の算定方法に規定する算定方

法に従って減算され、定員超過利用が解消されるに至った月の翌月から通常の所定単位数が算定さ

れます。 

(エ)町長は、定員超過利用が行われている事業所に対しては、その解消を行うよう指導します。当該指

導に従わず、定員超過利用が２月以上継続する場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取

消しを検討します。 

(オ)災害の受入れ等やむを得ない理由による定員超過利用については、当該定員超過利用が開始した月

(災害等が生じた時期が月末であって、定員超過利用が翌月まで継続することがやむを得ないと認

められる場合は翌月も含む。)の翌月から所定単位数の減算を行うことはせず、やむを得ない理由

がないにもかかわらずその翌月まで定員を超過した状態が継続している場合に、災害等が生じた月

の翌々月から所定単位数の減算を行います。 
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(４)身体拘束廃止未実施減算 

  ①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘束廃止未実施減算として、所定単位数

の１００分の１０に相当する単位数を所定単位数から減算します。 

  ②別に厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９５号) 

    指定地域密着型サービス基準第９７条第６項及び第７項に規定する基準に適合していません。 

指定地域密着型サービス基準第９７条第６項及び第７項 

①第９７条第６項 

認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

②第９７条第７項 

 認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する指定認知症対応型共同生活介護の質の評価を行

うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなけ

ればならない。 

  ③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

身体拘束廃止未実施減算については、事業所において身体拘束等が行われていた場合ではなく、指

定地域密着型サービス基準第９７条第６項の記録(同条第５項に規定する身体拘束等を行う場合の記

録)を行っていない場合及び同条第７項に規定する措置を講じていない場合に、利用者全員について所

定単位数から減算することとなります。具体的には、記録を行っていない、身体的拘束等の適正化の

ための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催していない、身体的拘束等の適正化のための指針

を整備していない又は身体的拘束等の適正化のための定期的な研修を実施していない事実が生じた場

合、速やかに改善計画を町長に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況

を町長に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用

者全員について所定単位数から減算することとします。 
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３ 加算 
 

 認知症対応型共同生活介護の加算 

加算名 

    

単位数 全額 
保険給付分 

（９割） 

利用者負担分 

（１割） 

夜間支援体制加算(Ⅰ) ５０単位/日 ５０７円 ４５６円 ５１円 

夜間支援体制加算(Ⅱ) ２５単位/日 ２５３円 ２２７円 ２６円 

認知症行動・心理症状緊急対

応加算 
２００単位/日 

２，０２８円 １，８２５円 ２０３円 

若年性利用者受入加算 １２０単位/日 １，２１６円 １，０９４円 １２２円 

看取り介護加算(死亡日以前４

日以上３０日以下) 
１４４単位/日 

１，４６０円 １，３１４円 １４６円 

看取り介護加算(死亡日前日・

前々日) 
６８０単位/日 

６，８９５円 ６，２０５円 ６９０円 

看取り介護加算(死亡日) 
１，２８０単位/

日 

１２，９７９円 １１，６８１円 １，２９８円 

初期加算 ３０単位/日  ３０４円 ２７３円 ３１円 

医療連携体制加算(Ⅰ) ３９単位/日 ３９５円 ３５５円 ４０円 

医療連携体制加算(Ⅱ) ４９単位/日 ４９６円 ４４６円 ５０円 

医療連携体制加算(Ⅲ) ５９単位/日 ５９８円 ５３８円 ６０円 

退居時相談援助加算 ４００単位/回 ４，０５６円 ３，６５０円 ４０６円 

認知症専門ケア加算Ⅰ ３単位/日 ３０円 ２７円 ３円 

認知症専門ケア加算Ⅱ ４単位/日 ４０円 ３６円 ４円 

口腔衛生管理体制加算 ３０単位/月 ３０４円 ２７３円 ３１円 

栄養スクリーニング加算 ５単位/回 ５０円 ４５円 ５円 

生活機能向上連携加算 ２００単位/月 ２，０２８円 １，８２５円 ２０３円 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ １８単位 １８２円 １６３円 １９円 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロ １２単位 １２１円 １０８円 １３円 

サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ６単位 ６０円 ５４円 ６円 

サービス提供体制強化加算(Ⅲ) ６単位 ６０円 ５４円 ６円 

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） １１．１％ 

介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ８．１％ 

介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ４．５％ 

介護職員処遇改善加算（Ⅳ） 
介護職員処遇改善加算（Ⅱ）により算定した単位数の１００分の 

９０に相当する単位数 

介護職員処遇改善加算（Ⅴ） 
介護職員処遇改善加算（Ⅱ）により算定した単位数の１００分の 

８０に相当する単位数 

※加算の組み合わせにより、多少金額が変動します。 

 

(１)夜間支援体制加算 １ユニットの場合(Ⅰ)５０単位／日 ２ユニットの場合(Ⅱ)２５単位／日 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

     別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして町長に届け出た認知症対応型共同生

活介護事業所は、当該施設基準に掲げる区分に従い、所定単位数に加算します。 

②別に厚生労働大臣が定める施設基準（平成１２年２月１０日 厚告第２６号） 

    認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算に係る施設基準 

(ア)夜間支援体制加算(Ⅰ)を算定すべき認知症対応型共同生活介護の施設基準 

     (Ａ)通所介護費等の算定方法第８号に規定する基準に非該当 
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(Ｂ)前号イ又はハに該当 

(Ｃ)夜勤を行う介護従業者(指定地域密着型サービス基準第９０条第１項に規定する介護従業者)及

び宿直勤務に当たる者の合計数が２以上 

(イ)夜間支援体制加算(Ⅱ)を算定すべき認知症対応型共同生活介護の施設基準 

(Ａ)通所介護費等の算定方法第８号に規定する基準に非該当 

     (Ｂ)前号ロ又はニに該当 

     (Ｃ)夜勤を行う介護従業者及び宿直勤務に当たる者の合計数が、当該認知症対応型共同生活介護事 

業所を構成する共同生活住居の数に１を加えた数以上 

③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

     当該加算は、事業所の１の共同生活住居につき、夜間及び深夜の時間帯を通じて１の介護従業者を

配置している場合において、それに加えて常勤換算方法で１以上の介護従業者又は１以上の宿直勤務

に当たる者を配置した場合に算定できます。ただし、全ての開所日において、夜間及び深夜の時間帯

の体制が人員配置基準を上回っている場合とします。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．１)) 

(問１７３) 

Ｑ.小規模多機能型居宅介護における夜間の宿直勤務にあたる職員は、必ずしも事業所内で宿直する必要は

ないものとされているが、認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算の算定要件である宿直

勤務の職員も同様の取扱いと考えてよいか。 

Ａ.事業所内での宿直が必要となる。なお、認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算での宿直

職員は、事業所内の利用者の安全確保を更に強化するために配置されているものである一方で、小規模

多機能型居宅介護における夜間の宿直職員は、主として登録者からの連絡を受けての訪問サービスに対

応するための配置であることから、その配置の考え方は異なるものである。 

(問１７４) 

Ｑ.認知症対応型共同生活介護事業所と他の介護保険サービス事業所が同一建物で併設している場合に、両

事業所で同時並行的に宿直勤務を行っていると解して、建物として１名の宿直勤務をもって、夜間支援

体制加算を算定することは可能か。 

Ａ.本加算は、事業所内の利用者の安全確保を更に強化するための加配を評価するためのものであることか

ら、原則として、算定は認められない。ただし、認知症対応型共同生活介護事業所に指定小規模多機能

型居宅介護事業所が併設されている場合で、以下の要件を満たすほか、入居者の処遇に支障がないと認

められたことにより、１名の夜勤職員が両事業所の夜勤の職務を兼ねることができることに準じて、同

様の要件を満たしている場合には、建物に１名の宿直職員を配置することをもって、加算を算定するこ

ととしても差し支えない。 

・指定認知症対応型共同生活介護事業の定員と指定小規模多機能型居宅介護事業所の泊まり定員の合計

が９人以内であること 

・指定認知症対応型共同生活介護事業所と指定小規模多機能型居宅介護事業所が同一階に隣接してお

り、一体的な運用が可能な構造であること 

 

(２)認知症行動・心理症状緊急対応加算 ２００単位／日（入所日から７日を上限） 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

「短期利用共同生活介護費」を算定する場合について、医師が認知症の行動・心理症状が認められる

ため、在宅での生活が困難であり、緊急に認知症対応型共同生活介護を利用することが適当であると

判断した者に対し、認知症対応型共同生活介護を行った場合は、入居を開始した日から起算して７日

を限度として、１日につき２００単位を所定単位数に加算します。 

②地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

    (ア)「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・

暴言等の症状を指します。 

(イ)本加算は、利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、緊急に短期利用共同生活介護が

必要であると医師が判断した場合であって、介護支援専門員、受け入れ事業所の職員と連携し、
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利用者又は家族の同意の上、認知症対応型共同生活介護の利用を開始した場合に算定すること

ができます。 

本加算は医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開始した場合に限り算定できます。 

この際、短期利用共同生活介護ではなく、医療機関における対応が必要であると判断される場

合にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、情報提供を行うことにより、適切な医療が受

けられるように取り計らう必要があります。 

(ウ)次に掲げる者が、直接、短期利用共同生活介護の利用を開始した場合には、当該加算は算定で

きません。 

(Ａ)病院又は診療所に入院中の者 

(Ｂ)介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入所中の者 

(Ｃ)認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、特定施設入居者生活介護、

短期入所生活介護、短期入所療養介護、短期利用共同生活介護、短期利用特定施設入居者生

活介護及び地域密着型短期利用特定施設入居者生活介護を利用中の者 

(エ)判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録します。 

また、事業所も判断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービ

ス計画書に記録します。 

(オ)７日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知症の行動・心理症状」が認められ

る利用者を受け入れる際の初期の手間を評価したものであるためであり、利用開始後８日目以

降の短期利用共同生活介護の利用の継続を妨げるものではありません。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．１)(平成２１年３月２３日)) 

(問１１０) 

Ｑ.入所が予定されており、入所予定期間と実際の緊急入所の期間が重なっている場合であっても、本来の

入所予定日前に緊急に入所した場合には、７日分算定が可能か。 

Ａ.当初の入所予定期間も含め、認知症行動・心理症状により緊急に入所した日から７日間以内で算定でき

る。 

(問１１１) 

Ｑ.入所予定日当日に、予定していた事業所に認知症行動・心理症状で入所した場合は算定できるか。 

Ａ.本加算制度は予定外で緊急入所した場合の受入れの手間を評価するものであることから、予定どおりの

入所は対象とならない。 

 

(３)若年性認知症利用者受入加算 １２０単位／日 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして町長に届け出た認知症対応型共同生活介

護事業所において、若年性認知症利用者（※）に対して、認知症対応型共同生活介護を行った場合に

は、若年性認知症利用者受入加算として、１日につき１２０単位を所定単位数に加算します。ただし、

認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定している場合は算定しません。 

※施行令第２条第６号(初老期における認知症)により法第７条第３項に規定する要介護者又は同条

第４項に規定する要支援者となった者です。 

②厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９５号) 

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めます。 

③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性や

ニーズに応じたサービス提供を行います。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ.１)) 

（問１０１） 

Ｑ.一度本加算制度の対象者となった場合、６５歳以上になっても対象のままか。 

Ａ.６５歳の誕生日の前々日までは対象である。 
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（問１０２） 

Ｑ.担当者とは何か。定めるにあたって担当者の資格要件はあるか。 

Ａ.若年性認知症利用者を担当する者のことで、施設や事業所の介護職員の中から定めていただきたい。 

人数や資格等の要件は問わない。 

 

(４)看取り介護加算  

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

認知症対応型共同生活介護費を算定する場合について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

しているものとして町長に届け出た認知症対応型共同生活介護事業所において、別に厚生労働大臣が

定める基準に適合する利用者については、看取り介護加算として、死亡日以前４日以上３０日以下に

ついては１日につき１４４単位を、死亡日の前日及び前々日については１日につき６８０単位を、死

亡日については１日につき１，２８０単位を死亡月に加算する。ただし、退居した日の翌日から死亡

日までの間又は、医療連携体制加算を算定していない場合は、算定しません。 

加算の要件 単位 

死亡日以前４日以上３０日以下 １４４単位／日 

死亡日の前日及び前々日 ６８０単位／日 

死亡日 １，２８０単位／日 

②別に厚生労働大臣が定める施設基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９６号) 

認知症対応型共同生活介護における看取り介護加算に係る施設基準 

(ア)看取りに関する指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して、当該指針の内容を説明 

し、同意を得ます。 

(イ)医師、看護職員(認知症対応型共同生活介護事業所の職員又は当該認知症対応型共同生活介護事業所 

と密接な連携を確保できる範囲内の距離にある病院若しくは診療所若しくは指定訪問看護ステーショ 

ンの職員に限る。)、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者による協議の上、当該認知症対応 

型共同生活介護事業所における看取りの実績等を踏まえ、適宜、看取りに関する指針の見直しを行い 

ます。 

(ウ)看取りに関する職員研修を行います。 

③別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者(平成２７年３月２３日 厚労告第９４号) 

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型共同生活介護費の厚生労働大臣が定め

る基準に適合する利用者は、次の(ア)から(ウ)までのいずれにも適合している利用者です。 

  (ア)医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者です。 

(イ)医師、看護職員(認知症対応型共同生活介護事業所の職員又は当該認知症対応型共同生活介護事

業所と密接な連携を確保できる範囲内の距離にある病院若しくは診療所若しくは訪問看護ステー

ションの職員に限る。)、介護支援専門員その他の職種の者(以下「医師等」という。)が共同で

作成した利用者の介護に係る計画について、医師等のうちその内容に応じた適当な者から説明を

受け、当該計画について同意している者(その家族等が説明を受けた上で、同意している者を含

む。)です。 

(ウ)看取りに関する指針に基づき、利用者の状態又は家族の求め等に応じ随時、医師等の相互の連携

の下、介護記録等利用者に関する記録を活用し行われる介護についての説明を受け、同意した上

で介護を受けている者(その家族等が説明を受け同意した上で介護を受けている者を含む。)です。 

④地域密着型サービス報酬基準解釈通知  

(ア)看取り介護加算は、医師が、一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診 

断した利用者について、その旨を利用者又はその家族等(以下「利用者等」という。)に対して説 

明し、その後の療養及び介護に関する方針についての合意を得た場合において、医師、看護職員、 

介護職員、介護支援専門員等が共同して、随時、利用者等に対して十分な説明を行い、療養及び 

介護に関する合意を得ながら、利用者がその人らしく生き、その人らしい最期が迎えられるよう 

支援することを主眼として設けたものです。 

(イ)看護職員については、認知症対応型共同生活介護事業所において利用者の看取り介護を行う場合、 

利用者の状態に応じて随時の対応が必要であることから、当該認知症対応型共同生活介護事業所 
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と密接な連携を確保できる範囲内の距離にある病院、診療所若しくは訪問看護ステーション(以下 

「訪問看護ステーション等」という。)の職員に限ります。具体的には、当該認知症対応型共同生 

活介護事業所と訪問看護ステーション等が、同一市町村内に所在している又は同一市町村内に所 

在していないとしても、自動車等による移動に要する時間がおおむね２０分以内の距離に所在す 

るなど、実体として必要な連携をとることができることが必要です。 

(ウ)認知症対応型共同生活介護事業所は、利用者に提供する看取り介護の質を常に向上させていくた 

めにも、計画（Ｐｌａｎ）、実行（Ｄｏ）、評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔｉｏｎ）のサイ

クル（ＰＤＣＡサイクル）により、看取り介護を実施する体制を構築するとともに、それを強

化していくことが重要であり、具体的には次のような取組が求められます。 

(Ａ)看取りに関する指針を定めることで事業所の看取りに対する方針等を明らかにします（Ｐ

ｌａｎ）。 

(Ｂ)看取り介護の実施に当たっては、当該利用者に係る医師の診断を前提にして、介護に係る計

画に基づいて、利用者がその人らしく生き、その人らしい最期が迎えられるよう支援を行い

ます（Ｄｏ）。 

         (Ｃ)多職種が参加するケアカンファレンス等を通じて、実施した看取り介護の検証や、職員の 

精神的負担の把握及びそれに対する支援を行います(Check)。 

         (Ｄ)看取りに関する指針の内容その他看取り介護の実施体制について、適宜、適切な見直しを 

行います（Ａｃｔｉｏｎ）。 

        なお、認知症対応型共同生活介護事業所は、看取り介護の改善のために、適宜、家族等に 

対する看取り介護に関する報告会並びに利用者等及び地域住民との意見交換による地域へ 

の啓発活動を行うことが望ましいです。 

(エ)質の高い看取り介護を実施するためには、多職種連携により、利用者等に対し、十分な説明を行 

い、理解を得るよう努力することが不可欠である。具体的には、認知症対応型共同生活介護事業 

所は、看取り介護を実施するに当たり、終末期にたどる経過、事業所等において看取りに際して 

行いうる医療行為の選択肢、医師や医療機関との連携体制などについて、利用者等の理解が得ら 

れるよう継続的な説明に努めることが重要です。 

加えて、説明の際には、利用者等の理解を助けるため、利用者に関する記録を活用した説明資料

を作成し、その写しを提供します。 

(オ)看取り介護の実施に当たっては、管理者を中心として、看護職員、介護職員、介護支援専門員等 

による協議の上、看取りに関する指針が定められていることが必要であり、同指針に盛り込むべ 

き項目としては、例えば、以下の事項が考えられます。 

       (Ａ)当該事業所の看取りに関する考え方 

       (Ｂ)終末期にたどる経過(時期、プロセスごと)とそれに応じた介護の考え方 

       (Ｃ)事業所において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢 

       (Ｄ)医師や医療機関との連携体制(夜間及び緊急時の対応を含む) 

       (Ｅ)利用者等への情報提供及び意思確認の方法 

       (Ｆ)利用者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式 

       (Ｇ)家族等への心理的支援に関する考え方 

       (Ｈ)その他看取り介護を受ける利用者に対して事業所の職員が取るべき具体的な対応の方法 

(カ)看取りに関する指針に盛り込むべき内容を、重度化した場合の対応に係る指針に記載する場合は、 

その記載をもって看取りに関する指針の作成に代えることができます。また、重度化した場合の 

対応に係る指針をもって看取りに関する指針として扱う場合は、適宜見直しを行います。 

(キ)看取り介護の実施に当たっては、次に掲げる事項を介護記録等に記録するとともに、多職種連携 

を図るため、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員等による適切な情報共有に努めます。 

       (Ａ)終末期の身体症状の変化及びこれに対する介護等についての記録 

       (Ｂ)療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケアについて

の記録 

       (Ｃ)看取り介護の各プロセスにおいて把握した利用者等の意向と、それに基づくアセスメント

及び対応についての記録 
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(ク)利用者等に対する随時の説明に係る同意については、口頭で同意を得た場合は、介護記録にその 

説明日時、内容等を記載するとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要です。また、利 

用者が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族の来訪が見込まれないような場合も、医師、 

看護職員、介護職員等が利用者の状態等に応じて随時、利用者に対する看取り介護について相談 

し、共同して看取り介護を行っていると認められる場合には、看取り介護加算の算定は可能です。 

この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保されるよう、介護記録に職員間の相

談日時、内容等を記載するとともに、利用者の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわらず事業

所への来訪がなかった旨を記載しておくことが必要です。 

なお、家族が利用者の看取りについて共に考えることは極めて重要であり、事業所は、連絡を取

ったにもかかわらず来訪がなかったとしても、継続的に連絡を取り続け、可能な限り家族の意思

を確認しながら介護を進めていくことが重要です。 

(ケ)看取り介護加算は、看取り介護を受けた利用者が死亡した場合に、死亡日を含めて３０日を上限 

として、認知症対応型共同生活介護事業所において行った看取り介護を評価するものです。 

死亡日前に自宅へ戻った後、又は医療機関へ入院した後、自宅や入院先で死亡した場合であって 

も算定可能ですが、その際には、当該認知症対応型共同生活介護事業所において看取り介護を直 

接行っていない退居した日の翌日から死亡日までの間は、算定することができません。(したが 

って、退居した日の翌日から死亡日までの期間が３０日以上あった場合には、看取り介護加算を 

算定することはできません。) 

(コ)認知症対応型共同生活介護事業所を退居等した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能ですが、 

看取り介護加算は死亡月にまとめて算定することから、利用者側にとっては、事業所に入居して 

いない月についても自己負担を請求されることになるため、利用者が退居等する際、退居等の翌 

月に亡くなった場合に、前月分の看取り介護加算に係る一部負担の請求を行う場合があることを 

説明し、文書にて同意を得ておくことが必要です。 

(サ)認知症対応型共同生活介護事業所は、退居等の後も、継続して利用者の家族への指導や医療機関 

に対する情報提供等を行うことが必要であり、利用者の家族、入院先の医療機関等との継続的な 

関わりの中で、利用者の死亡を確認することができます。 

      なお、情報の共有を円滑に行う観点から、事業所が入院する医療機関等に利用者の状態を尋ねた 

ときに、当該医療機関等が事業所に対して本人の状態を伝えることについて、退居等の際、利用 

者等に対して説明をし、文書にて同意を得ておくことが必要です。 

(シ)利用者が入退院した場合、又は外泊した場合であって、当該入院又は外泊期間が死亡日以前３０

日の範囲内であれば、当該入院又は外泊期間を除いた期間について、看取り介護加算の算定が可

能です。 

(ス)入院若しくは外泊又は退居の当日について看取り介護加算を算定できるかどうかは、当該日に所 

定単位数を算定するかどうかによります。 

(セ)家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世 

話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと 

ができるようにするという認知症対応型共同生活介護の事業の性質に鑑み、１月に２人以上が看 

取り介護加算を算定することが常態化することは、望ましくないです。 

 

(５)初期加算 ３０単位／日(入居した日から３０日以内） 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

入居した日から起算して３０日以内の期間については、初期加算として、１日につき所定単位数を

加算します。３０日を超える病院又は診療所への入院後に認知症対応型共同生活介護事業所に再び入

居した場合も同様とします。 

②地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(Ａ)初期加算は当該入所者が過去３月間(ただし、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者

の場合は過去１月間とする。)の間に、当該事業所に入居したことがない場合に限り算定できます。 

(Ｂ)短期利用認知症対応型共同生活介護を利用していた者が日を空けることなく引き続き当該認知症

対応型共同生活介護事業所に入居した場合(短期利用認知症対応型共同生活介護の利用を終了した
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翌日に当該認知症対応型共同瀬活介護事業所に入居した場合を含む。)については、初期加算は入

居直前の短期利用認知症対応型共同生活介護の利用日数を３０日から控除して得た日数に限り算

定します。 

(Ｃ)３０日を超える病院又は診療所への入院後に再入居した場合は、(Ａ)にかかわらず、初期加算が

算定されます。 

 

国Ｑ＆Ａ(全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料(平成１９年２月１９日)) 

(問１６) 

Ｑ.認知症高齢者グループホームにおいて短期利用している利用者が、当該認知症高齢者グループホームに

引き続き入居することとなった場合、初期加算は何日間算定することができるのか。 

Ａ.認知症高齢者グループホームにおいて短期利用している利用者が日を空けることなく引き続き当該認知

症高齢者グループホームに入居した場合、初期加算は、３０日から入居直前の短期利用の利用日数を控

除して得た日数に限り算定できるものである。 

 

(６)医療連携体制加算(Ⅰ)(Ⅱ)(Ⅲ) ※いずれか１つを算定できます。 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして町長に届け出た認知症対応型共同生活介護事

業所において、認知症対応型共同生活介護を行った場合は、医療連携体制加算として、１日につき所

定単位数を加算します。 

加算の種類 単位 

医療連携体制加算（Ⅰ） ３９単位/日 

医療連携体制加算（Ⅱ） ４９単位/日 

医療連携体制加算（Ⅲ） ５９単位/日 

②厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９６号) 

(ア)医療連携体制加算(Ⅰ)を算定すべき認知症対応型共同生活介護の施設基準 

(Ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の職員として又は病院、診療所若しくは訪問看護ステー

ションとの連携により、看護師を１名以上確保します。 

(Ｂ)看護師により２４時間連絡できる体制を確保します。 

(Ｃ)重度化した場合の対応に係る指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して、当該

指針の内容を説明し、同意を得ます。 

(イ)医療連携体制加算(Ⅱ)を算定すべき認知症対応型共同生活介護の施設基準 

(Ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の職員として看護職員を常勤換算方法で１名以上配置し

ます。 

(Ｂ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の職員である看護職員又は病院、診療所若しくは訪問看

護ステーションの看護師との連携により、２４時間連絡できる体制を確保します。ただし、

(Ａ)により配置している看護職員が准看護師のみである場合には、病院、診療所又は訪問看護

ステーションの看護師により、２４時間連絡できる体制を確保します。 

(Ｃ)算定日が属する月の前１２月間において、次のいずれかに該当する状態の利用者が１人以上い

ます。 

（ａ）喀（かく）痰（たん）吸引を実施している状態 

（ｂ）経鼻胃管や胃瘻（ろう）等の経腸栄養が行われている状態 

（Ｄ）(ア)（Ｃ）に該当 

(ウ)医療連携体制加算(Ⅲ)を算定すべき認知症対応型共同生活介護の施設基準 

(Ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の職員として看護師を常勤換算方法で１名以上配置しま 

す。 

(Ｂ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の職員である看護師又は病院、診療所若しくは訪問看護

ステーションの看護師との連携により、２４時間連絡できる体制を確保します。 

(Ｃ)(ア)(Ｃ)及び(イ)(Ｃ)に該当します。 
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③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高齢者が、可能な限り継続して認知症

対応型共同生活介護事業所で生活を継続できるように、日常的な健康管理を行ったり、医療ニーズ

が必要となった場合に適切な対応がとれる等の体制を整備している事業所を評価するものです。 

(イ)医療連携体制加算(Ⅰ)の体制について、利用者の状態の判断や、認知症対応型共同生活介護事業所

の介護従業者に対し医療面からの適切な指導、援助を行うことが必要であることから、看護師の確

保を要することとしており、准看護師では本加算は認められません。 

また、看護師の確保については、同一法人の他の施設に勤務する看護師を活用する場合は、当該認

知症対応型共同生活介護事業所の職員と他の事業所の職員を併任する職員として確保することも可

能です。 

(ウ)医療連携体制加算(Ⅰ)の体制をとっている事業所が行うべき具体的なサービスとしては、 

・利用者に対する日常的な健康管理 

・通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（主治医）との連絡・調整 

・看取りに関する指針の整備 

等を想定しており、これらの業務を行うために必要な勤務時間を確保することが必要です。 

(エ)医療連携体制加算(Ⅱ)の体制については、事業所の職員として看護師又は准看護師を常勤換算方法

により１名以上配置することとしているが、当該看護職員が准看護師のみの体制である場合には、

病院、診療所又は訪問看護ステーションの看護師との連携を要することとしています。 

(オ)医療連携体制加算(Ⅱ)又は医療連携体制加算(Ⅲ)を算定する事業所においては、(ウ)のサービス提

供に加えて、協力医療機関等との連携を確保しつつ、医療ニーズを有する利用者が、可能な限り認

知症対応型共同生活介護事業所で療養生活を継続できるように必要な支援を行うことが求められま

す。 

加算の算定に当たっては、施設基準第３４号ロの(３)に規定する利用者による利用実績(短期利用

認知症対応型共同生活介護を利用する者を含む。)があり、当該利用者が療養生活を送るために必

要な支援を行っていることを要件とします。 

(Ａ)同号ロの(３)の(一)に規定する「喀痰吸引を実施している状態」とは、認知症対応型共同生活

介護の利用中に喀痰吸引を要する利用者に対して、実際に喀痰吸引を実施している状態です。 

(Ｂ)同号ロの(３)の(二)に規定する「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態」とは、経

口摂取が困難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利用者に対して、経腸栄養を行っている状態

です。 

(カ)医療連携体制加算の算定要件である「重度化した場合における対応に係る指針」に盛り込むべき項

目は、例えば、①急性期における医師や医療機関との連携体制、②入院期間中における認知症対応

型共同生活介護における居住費や食費の取扱い、③看取りに関する考え方、本人及び家族との話し

合いや意思確認の方法等の看取りに関する指針、などが考えられます。 

また、医療連携体制加算算定時には、契約を結んだ上で訪問看護ステーションを利用することが可

能となりましたが、急性増悪時等においては、診療報酬の算定要件に合致すれば、医療保険による

訪問看護が利用可能であることについては、これまでと変わりません。 

 

 

国Ｑ＆Ａ(全国介護保険担当課長ブロック会議資料(平成１８年２月２４日)) 

(問９８) 

Ｑ.医療連携体制加算について、 

①看護師は、准看護師でもよいのか。 

②特別養護老人ホームが併設されている場合、特別養護老人ホームから看護師を派遣することとして差

し支えないか。 

③具体的にどのようなサービスを提供するのか。 

Ａ.医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高齢者が、可能な限り継続して認知症高齢

者グループホームで生活を継続できるように、日常的な健康管理を行ったり、医療ニーズが必要となっ

た場合に適切な対応がとれる等の体制を整備している事業所を評価するものである。 

したがって、 
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①利用者の状態の判断や、グループホーム職員に対し医療面からの適切な指導、援助を行うことが必要

であることから、看護師配置を要することとしており、准看護師では本加算は認められない。 

②看護師の配置については、同一法人の他の施設に勤務する看護師を活用する場合は、当該グループホ

ームの職員と他の事業所の職員を併任する職員として配置することも可能である。 

③医療連携体制をとっている事業所が行うべき具体的なサービスとしては、 

   ・利用者に対する日常的な健康管理 

   ・通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関(主治医)との連絡調整 

   ・看取りに関する指針の整備 

  等を想定しており、これらの業務を行うために必要な勤務時問を確保することが必要である。 

(問９９) 

Ｑ.医療連携体制加算における「重度化した場合における対応に係る指針」の具体的内容はどのようなもの

か。 

Ａ.医療連携体制加算の算定要件である「重度化した場合における対応に係る指針」に盛り込むべき項目と

しては、例えば①急性期における医師や医療機関との連携体制、②入院期問中におけるグループホーム

の居住費や食費の取扱い、③看取りに関する考え方、本人及び家族との話し合いや意思確認の方法等の

看取りに関する指針、などが考えられる。 

(問１０１) 

Ｑ.医療連携加算算定時に、契約の上で訪問看護ステーションを利用することが可能となったが、急性増悪

時等において、医療保険による訪問看護の利用は可能か。 

Ａ.診療報酬の算定要件に合致すれば、利用可能である。 

 

国Ｑ＆Ａ(介護制度改革 information(ｖｏｌ.１０２)(平成１８年５月２日)) 

(問５) 

Ｑ.要支援２について算定できるのか。 

Ａ.要支援者については、「介護予防認知症対応型共同生活介護費」の対象となるが、これについては、医

療連携加算は設けていないことから、算定できない。  

(問６) 

Ｑ.看護師の配置については、職員に看護資格をもつものがいればいいのか。看護職員として専従であるこ

とが必要か。 

Ａ.職員（管理者、計画作成担当者又は介護従業者）として看護師を配置している場合については、医療連

携体制加算を算定できる。訪問看護ステーション等、他の事業所との契約により看護師を確保する場合

については、認知症高齢者グループホームにおいては、看護師としての職務に専従することが必要であ

る。 

(問７) 

Ｑ.看護師としての基準勤務時間数は設定されているのか。(２４時間オンコールとされているが、必要と

される場合に勤務するといった対応でよいか。) 

Ａ.看護師としての基準勤務時間数は設定していないが、医療連携体制加算の請求において必要とされる具

体的なサービスとしては、 

 ・利用者に対する日常的な健康管理   

 ・通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関(主治医)との連絡・調整  

 ・看取りに関する指針の整備 

等を想定しており、これらの業務を行うために、当該事業所の利用者の状況等を勘案して必要な時間数

の勤務が確保できていることが必要である。(事業所における勤務実態がなく、単に「オンコール体

制」としているだけでは、医療連携体制加算の算定は認められない｡) 

(問８) 

Ｑ.協力医療機関との連携により、定期的に診察する医師、訪問する看護師で加算はとれるか。連携医療機

関との連携体制（連携医療機関との契約書で可能か）による体制で加算が請求可能か。 

Ａ.医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高齢者が、可能な限り継続して認知症高齢

者グループホームで生活を継続できるように、看護師を配置することによって、日常的な健康管理を行

ったり、医療ニーズが必要となった場合に適切な対応がとれる等の体制を整備している事業所を評価す
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るものであるため、看護師を確保することなく、単に協力医療機関に医師による定期的な診療が行われ

ているだけでは、算定できず、協力医療機関との契約のみでは、算定できない。  

なお、協力医療機関との契約を見直し、契約内容が、看護師の配置について医療連携体制加算を算定す

るに足りる内容であれば、算定をすることはあり得る。 

(問９) 

Ｑ.同一法人の他事業所に勤務する看護師を活用する場合、双方の常勤換算はどのように考えられるのか。

(他事業所に常勤配置とされている従業者を併任してもよいか) 

Ａ.算定の留意事項(通知)にあるとおり、併任で差し支えない。常勤換算については、双方の事業所におけ

る勤務時間数により、それぞれ算定する。 

(問１０) 

Ｑ.算定要件である「重度化した場合における対応に関する指針」の具体的項目は決められるのか。また、

加算の算定には、看取りに関する指針が必須であるか。 

Ａ.算定の留意事項(通知)にあるとおり、医療連携体制加算の算定要件である「重度化した場合における対

応に係る指針」に盛り込むべき項目としては、例えば、①急性期における医師や医療機関との連携体

制、②入院期間中におけるグループホームの居住費や食費の取扱い、③看取りに関する考え方、本人及

び家族との話し合いや意思確認の方法等の看取りに関する指針、などを考えており、これらの項目を参

考にして、各事業所において定めていただきたい。  

また、この「重度化した場合における対応に係る指針」は、入居に際して説明しておくことが重要であ

る。  

なお､指針については、特に様式等は示さないが、書面として整備し、重要事項説明書に盛り込む、又

は、その補足書類として添付することが望ましい。 

 

 

国Ｑ＆Ａ(介護制度改革 information(ｖｏｌ.１２７)(平成１８年９月４日)) 

(問５１) 

Ｑ.医療連携体制加算について、看護師により２４時間連絡体制を確保していることとあるが、同一法人の

特別養護老人ホームの看護師を活用する場合、当該看護師が特別養護老人ホームにおいて夜勤を行うと

きがあっても、グループホームにおいて２４時間連絡体制が確保されていると考えてよいか。 

Ａ.医療連携体制加算は、看護師と常に連携し、必要なときにグループホーム側から看護師に医療的対応等

について相談できるような体制をとることを求めているものであり、特別養護老人ホームの看護師を活

用する場合に、当該看護師が夜勤を行うことがあっても、グループホームからの連絡を受けて当該看護

師が必要な対応をとることができる体制となっていれば、２４時間連絡体制が確保されていると考えら

れる。 

 

 

国Ｑ＆Ａ(平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.１)(平成３０年３月２３日)） 

(問１１８) 

Ｑ.新設された医療連携体制加算(Ⅱ)・(Ⅲ)の算定要件である前１２月間における利用実績と算定期間の関

係性は如何か。 

Ａ.算定要件に該当する者の利用実績と算定の可否については以下のとおり。 

  

前年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

利用実績  〇 〇 〇    〇 〇 〇 〇  

算定可否 × × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

前年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

利用実績             

算定可否 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 
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(７)退居時相談援助加算 ４００単位／回(１人につき１回を限度) 

   ①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

利用期間が１月を超える利用者が退居し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型サービス

を利用する場合において、当該利用者の退居時に当該利用者及びその家族等に対して退居後の居宅サ

ービス、地域密着型サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行い、

かつ、当該利用者の同意を得て、退居の日から２週間以内に当該利用者の退居後の居宅地を管轄する

町及び老人介護支援センター又は地域包括支援センターに対して、当該利用者の介護状況を示す文書

を添えて当該利用者に係る居宅サービス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供した場合に、利

用者１人につき１回を限度として算定します。 

②地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)退居時相談援助の内容は、次のものです。 

(Ａ)食事、入浴、健康管理等在宅における生活に関する相談援助 

(Ｂ)退居する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う各種訓練等に関

する相談援助 

(Ｃ)家屋の改善に関する相談援助 

(Ｄ)退居する者の介助方法に関する相談援助 

(イ)退居時相談援助加算は、次の場合は、算定できません。 

(Ａ)退居して病院又は診療所へ入院する場合 

(Ｂ)退居して他の介護保険施設への入院若しくは入所又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護、特定施設入居者生活介護又は地域密着型特定施設入居者生

活介護の利用を開始する場合 

(Ｃ)死亡退居の場合 

(ウ)退居時相談援助は、介護支援専門員である計画作成担当者、介護職員等が協力して行います。 

(エ)退居時相談援助は、退居者及びその家族等のいずれにも行います。 

(オ)退居時相談援助を行った場合は、相談援助を行った日付及び相談援助の内容の要点に関する記録 

を行います。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．１)) 

(問１１７) 

Ｑ.退居時相談援助加算は、グループホームのショートステイ利用者は対象となるか。 

Ａ.本加算制度はグループホームを退居後の居宅サービスの利用等について相談を行ったことを評価するも

のである。ショートステイ等既に居宅サービスを利用している者の相談援助は居宅サービスのケアマネ

ジャー等が行うものであるため、当該加算の対象とはならない。 

 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして町長に届け出た認知症対応型共同生活介

護事業所が、別に厚生労働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合には、当該基準に

掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算します。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算を算定できません。 

(ア)認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位 

(イ)認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位 

②厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９５号) 

(ア)認知症専門ケア加算(Ⅰ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合します。 

(Ａ)当該事業所における利用者の総数のうち、日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しく

は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者(以下「対象者」という。)の占め

る割合が２分の１以上です。 

(８)認知症専門ケア加算(Ⅰ)(Ⅱ) ※(Ⅰ)(Ⅱ)のうちいずれか１つを算定できる。 
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(Ｂ)認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者の数が２０人未満である場合に

あっては、１以上、当該対象者の数が２０人以上である場合にあっては、１に、当該対象者

の数が１９を超えて１０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、チームと

して専門的な認知症ケアを実施します。 

(Ｃ)当該事業所の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会

議を定期的に開催します。 

(イ)認知症専門ケア加算(Ⅱ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合します。 

(Ａ)(ア)の基準のいずれにも適合します。 

(Ｂ)認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、事業所全体の認

知症ケアの指導等を実施します。 

(Ｃ)当該事業所における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該

計画に従い、研修を実施又は実施を予定します。 

③厚生労働大臣が定める者等(平成２７年３月２３日 厚労告第９４号) 

日常生活に支障をきたすおそれのある症状又は行動が認められ、介護を必要とする認知症の者 

④地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とする

認知症の者」は、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する利用者を指します。(※１) 

(イ)「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」（平

成１８年３月３１日老発第０３３１０１０号厚生労働省老健局長通知）及び「認知症介護実践

者等養成事業の円滑な運営について」（平成１８年３月３１日老計第０３３１００７号厚生労

働省計画課長通知）に規定する「認知症介護実践リーダー研修」を指します。 

(ウ)「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施につい

て」及び「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指導

者研修」を指します。 

(※１)「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について(平成１８年３月３１日老計発第０３３

１００５号・老振発第０３３１００５号・老老発第０３３１０１８号「第２の１通則」) 

(Ａ)加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」の活用について」

（平成５年１０月２６日老健第１３５号厚生省老人保健局長通知）に規定する「認知症高  

齢者の日常生活自立度」（以下「日常生活自立度」という。）を用いる場合の日常生活 

自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又は主治医意見書(以下「判定結果」とい

う。)を用います。 

(Ｂ)(ア)の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サービス計画又は各サービス

のサービス計画に記載します。また、主治医意見書とは、「要介護認定等の実施につい

て」に基づき、主治医が記載した同通知中「主治医の意見の聴取」に規定する「主治医

意見書」中「心身の状態に関する意見 (１)日常生活の自立度等について ・認知症高齢

者の日常生活自立度」欄の記載をいいます。なお、複数の判定結果がある場合にあって

は、最も新しい判定を用います。 

(Ｃ)医師の判定が無い場合(主治医意見書を用いることについて同意が得られていない場合を

含む。)にあって「要介護認定等の実施について」に基づき、認定調査員が記入した「認

定調査票」の「認定調査票(基本調査)」９の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記

載を用います。 
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国Ｑ＆Ａ(平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．１)) 

(問１１２) 

Ｑ.例えば、平成１８年度より全国社会福祉協議会が認定し、日本介護福祉士会等が実施する「介護福祉士

ファーストステップ研修」については、認知症介護実践リーダー研修相当として認められるか。 

Ａ.本加算制度の対象となる認知症介護実践リーダー研修については、自治体が実施又は指定する研修とし

ており、研修カリキュラム、講師等を審査し、適当と判断された場合には認められる。 

(問１１３) 

Ｑ.認知症専門ケア加算Ⅱの認知症介護指導者は、研修修了者であれば施設長でもかまわないか。 

Ａ.認知症介護指導者研修修了者であり、適切に事業所又は施設全体の認知症ケアの実施等を行っている場

合であれば、その者の職務や資格等については問わない。 

(問１１４) 

Ｑ.認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者の割合の算定方法如何。 

Ａ.届出日の属する月の前３月の各月末時点の入所者又は利用者数の平均で算定する。 

(問１１５) 

Ｑ.認知症介護に係る専門的な研修を修了した者を配置するとあるが、「配置」の考え方如何。常勤要件等

はあるか。 

Ａ.専門的な研修を修了した者の配置については、常勤等の条件は無いが、認知症チームケアや認知症介護

に関する研修の実施など、本加算制度の要件を満たすためには施設・事業所内での業務を実施する必要

があることから、加算対象施設・事業所の職員であることが必要である。 

なお、本加算制度の対象となる施設・事業所は、専門的な研修を修了した者の勤務する主たる事業所１

か所のみである。 

(問１１６) 

Ｑ.認知症介護実践リーダー研修修了者は、「痴呆介護研修事業の実施について」(平成１２年９月５日老

発第６２３号)及び「痴呆介護研修事業の円滑な運営について」(平成１２年１０月２５日老計第４３

号)において規定する専門課程を修了した者も含むのか。 

Ａ.含むものとする。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．２)) 

(問３９) 

Ｑ.「認知症高齢者の日常生活自立度」を基準とした加算について、医師が判定した場合、その情報は必ず

文書で提供する必要があるのか。 

Ａ.医師が判定した場合の情報提供の方法については特に定めず、必ずしも診断書や文書による診療情報提

供を義務づけるものではない。 

(問４０) 

Ｑ.加算対象となる者が少ない場合でも、認知症専門ケア加算Ⅱを算定するためには認知症介護実践リーダ

ー研修修了者１名と認知症介護指導者研修修了者１名の合計２名の配置が必要か。 

Ａ.加算対象となる者が１０名未満の場合、認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者研修の両方を

修了した者が１名配置されていれば認知症専門ケア加算Ⅱを算定できるものとする。 

(問４１) 

Ｑ.グループホームのショートステイ利用者についても認知症専門ケア加算の算定要件に含めることが可能

か。 

Ａ.短期利用共同生活介護及び介護予防短期利用共同生活介護を受ける利用者は、当該加算の算定要件に含

めず、本加算の対象から除くものとする。 

 

 

国Ｑ＆Ａ(介護保険最新情報Ｖｏｌ．８８(平成２１年５月１３日)) 

(問５８) 

Ｑ.認知症介護実践リーダー研修を修了していないが、都道府県等が当該研修修了者と同等の能力を有する

と認めた者であって、認知症介護指導者養成研修を修了した者について、認知症専門ケア加算における

認知症介護実践リーダー研修修了者としてみなすことはできないか。 
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Ａ.認知症介護指導者養成研修については認知症介護実践研修（認知症介護実践者研修及び認知症介護実践

リーダー研修）の企画・立案に参加し、又は講師として従事することが予定されている者であることが

その受講要件にあり、平成２０年度までに行われたカリキュラムにおいては認知症介護実践リーダー研

修の内容が全て含まれていたこと等の経過を踏まえ、認知症介護実践リーダー研修が未受講であっても

当該研修を修了したものとみなすこととする。従って、平成２１年度４月１７日発出のＱ＆Ａ(Ｖｏ

ｌ．２)問４０の答において示したように加算対象となる者が１０名未満の場合にあっては、平成２０

年度以前の認知症介護指導者養成研修を修了した者(認知症介護実践リーダー研修の未受講者)１名の配

置で認知症専門ケア加算Ⅱを算定できることとなる。 

なお、平成２１年度から行われる認知症介護指導者養成研修については、認知症介護実践リーダー研修

の受講修了を前提としたカリキュラムとして見直しが行われたところである。しかしながら、平成２１

年度については既に募集が開始されていることから、当該研修中に一定のプログラムを補うことによ

り、認知症介護実践リーダー研修修了者としてみなすこととする。 

平成２２年度以降については、認知症介護指導者養成研修の受講者を認知症介護実践リーダー研修修了

者に限定する予定であるので、留意されたい。 

 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する認知症対応型共同生活介護事業所において、歯科医師又

は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導を月

１回以上行っている場合に、１月につき所定単位数を加算します。 

   ②厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚告第９５号) 

(ア)事業所又は施設において歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導

に基づき、利用者、入所者又は入院患者の口腔ケアマネジメントに係る計画が作成されています。 

(イ)通所介護費等算定方法第５号、第８号、第９号、第１０号、第１２号、第１３号、第１４号、第 

１５号、第１９号及び第２２号に規定する基準のいずれにも該当しません。 

③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)「口腔ケアに係る技術的助言及び指導」とは、当該事業所における利用者の口腔内状態の評価方

法、適切な口腔ケアの手技、口腔ケアに必要な物品整備の留意点、口腔ケアに伴うリスク管理、

その他当該事業所において日常的な口腔ケアの実施にあたり必要と思われる事項のうち、いずれ

かに係る技術的助言及び指導のことをいうものであって、個々の利用者の口腔ケア計画をいうも

のではありません。 

(イ)「利用者の口腔ケアマネジメントに係る計画」には、以下の事項を記載すること。 

(Ａ)当該事業所において利用者の口腔ケアを推進するための課題 

(Ｂ)当該事業所における目標 

(Ｃ)具体的方策 

(Ｄ)留意事項 

(Ｅ)当該事業所と歯科医療機関との連携の状況 

(Ｆ)歯科医師からの指示内容の要点(当該計画の作成にあたっての技術的助言・指導を歯科衛生士

が行った場合に限る。) 

(Ｇ)その他必要と思われる事項 

(ウ)医療保険において歯科訪問診療料又は訪問歯科衛生指導料が算定された日の属する月であっても

口腔衛生管理体制加算を算定できますが、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導

又は利用者の口腔ケアマネジメントに係る計画に関する技術的助言及び指導を行うにあたっては、

歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行います。 

国Ｑ＆Ａ(平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.１)(平成３０年３月２３日)) 

(問１１５) 

Ｑ.口腔衛生管理体制加算について、月の途中で退所、入院又は外泊した場合や月の途中から入所した場合

にはどのように取り扱えばよいのか。 

Ａ.入院・外泊中の期間は除き、当該月において１日でも当該施設に在所した入所者について算定できる。 

(９)口腔衛生管理体制加算 ３０単位／月 
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(問１１６) 

Ｑ.口腔衛生管理体制加算について、「歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行う

こと」とあるが、歯科訪問診療料又は訪問歯科衛生指導料を算定した日と同一日であっても、歯科訪問

診療又は訪問歯科衛生指導を行っていない異なる時刻であれば、「実施時間以外の時間帯」に該当する

と考えてよいか。 

Ａ.貴見のとおりである。 

 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する認知症対応型共同生活介護事業所の従業者が、利用開

始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態に関する

情報(当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。)を当該

利用者を担当する計画作成担当者に提供した場合に、１回につき所定単位数を加算します。ただし、

当該利用者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合にあって

は算定しません。 

     ②厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９５号) 

通所介護費等算定方法第１号、第２号、第５号から第９号まで、第１１号、第１６号、第１９号、

第２０号から第２２号までに規定する基準のいずれにも該当しません。 

③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)栄養スクリーニングの算定に係る栄養状態に関するスクリーニングは、利用者ごとに行われる

ケアマネジメントの一環として行われることに留意します。 

(イ)栄養スクリーニング加算の算定に当たっては、利用者について、次に掲げる(Ａ)から(Ｄ)に関

する確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供します。 

(Ａ)ＢＭＩが１８．５未満である者 

(Ｂ)１～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」

(平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知)に規定する基本チェ

ックリストのＮｏ.１１の項目が「１」に該当する者 

(Ｃ)血清アルブミン値が３．５ｇ/ｄｌ以下である者 

(Ｄ)食事摂取量が不良(７５％以下)である者 

(ウ)栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議で決定すること

とし、原則として、当該事業所が当該加算に基づく栄養スクリーニングを継続的に実施します。 

(エ)栄養スクリーニング加算に基づく栄養スクリーニングの結果、栄養改善加算に係る栄養改善サ

ービスの提供が必要と判断された場合は、栄養スクリーニング加算の算定月でも栄養改善加算

を算定できます。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.１)(平成３０年３月２３日)) 

(問３０) 

Ｑ.当該利用者が、栄養スクリーニング加算を算定できるサービスを複数利用している場合、栄養スクリー

ニング加算の算定事業者をどのように判断すればよいか。 

Ａ.サービス利用者が利用している各種サービスの栄養状態との関連性、実施時間の実績、栄養改善サービ

スの提供実績、栄養スクリーニングの実施可能性等を踏まえ、サービス担当者会議で検討し、介護支援

専門員が判断・決定するものとする。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.６)(平成３０年８月６日)) 

(問２) 

Ｑ.栄養スクリーニング加算は当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合にあって

は算定しないこととされているが、当該事業所以外で算定してから６か月を空ければ当該事業所で算定

できるか。 

Ａ.６か月を空ければ算定は可能だが、算定事業者の決定については、「平成３０年度介護報酬改定に関す

(１０)栄養スクリーニング加算 ５単位／回 
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るＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.１)」(平成３０年３月２３日)の通所系・居住系サービスにおける栄養スクリーニン

グ加算に係る問３０を参照されたい。 

 

①地域密着型サービス報酬基準(平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

利用者に対して、訪問リハビリテーション事業所、通所リハビリテーション事業所又はリハビリ

テーションを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が認知症

対応型共同生活介護事業所を訪問した際に、計画作成担当者が当該医師、理学療法士、作業療法士

又は言語聴覚士と利用者の身体の状況等の評価を共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的とし

た認知症対応型共同生活介護計画を作成した場合であって、当該医師、理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士と連携し、当該認知症対応型共同生活介護計画に基づく認知症対応型共同生活介護を

行ったときは、初回の当該認知症対応型共同生活介護が行われた日の属する月以降３月の間、１月

につき所定単位数を加算します。 

②地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)「生活機能の向上を目的とした認知症対応型共同生活介護計画」とは、利用者の日常生活にお

いて介助等を必要とする行為について、単に介護従業者が介助等を行うのみならず、利用者本

人が、日々の暮らしの中で当該行為を可能な限り自立して行うことができるよう、その有する

能力及び改善可能性に応じた具体的目標を定めた上で、介護従業者が提供する介護の内容を定

めたものでなければなりません。 

(イ)(ア)の介護計画の作成に当たっては、訪問リハビリテーション事業所、通所リハビリテーショ

ン事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設(病院にあっては、許可病床数が

２００床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所が存在しない

ものに限る。)の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下「理学療法士等」とい

う。）が認知症対応型共同生活介護事業所を訪問した際に、当該利用者のＡＤＬ(寝返り、起き

上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等)及びＩＡＤＬ(調理、掃除、買物、金銭管理、服

薬状況等)に関する利用者の状況につき、理学療法士等と計画作成担当者が共同して、現在の状

況及びその改善可能性の評価(以下「生活機能アセスメント」という。)を行います。 

この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患

別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護

療養型医療施設若しくは介護医療院である。 

(ウ)(ア)の介護計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げるその他の日々の暮らし

の中で必要な機能の向上に資する内容を記載しなければなりません。 

(Ａ)利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容 

(Ｂ)生活機能アセスメントの結果に基づき、(Ａ)の内容について定めた３月を目途とする達成

目標 

(Ｃ)(Ｂ)の目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標 

(Ｄ)(Ｂ)及び(Ｃ)の目標を達成するために介護従業者が行う介助等の内容 

(エ)(ウ)の(Ｂ)及び(Ｃ)の達成目標については、利用者の意向も踏まえ策定するとともに、利用者

自身がその達成度合いを客観視でき、当該利用者の意欲の向上につながるよう、例えば当該目標

に係る生活行為の回数や当該生活行為を行うために必要となる基本的な動作(立位又は座位の保

持等)の時間数といった数値を用いる等、可能な限り具体的かつ客観的な指標を用いて設定しま

す。 

(オ)本加算は(イ)の評価に基づき、(ア)の介護計画に基づき提供された初回の介護の提供日が属す

る月を含む３月を限度として算定されるものであり、３月を超えて本加算を算定しようとする

場合は、再度(イ)の評価に基づき介護計画を見直す必要があります。 

(カ)本加算を算定する期間中は、各月における目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等

に報告し、必要に応じて利用者の意向を確認し、当該理学療法士等から必要な助言を得た上で、

利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況及び(ウ)の(Ｂ)の達成目標を踏まえた適切な対応を行

います。 

(１１)生活機能向上連携加算 ２００単位／月 
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国Ｑ＆Ａ(平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.１)(平成３０年３月２３日)」) 

(問１１３) 

Ｑ.指定認知症対応型通所介護事業所は、生活機能向上連携加算に係る業務について指定訪問リハビリテー

ション事業所又は指定通所リハビリテーション事業所若しくは医療提供施設と委託契約を締結し、業務

に必要な費用を指定訪問リハビリテーション事業所等に支払うことになると考えてよいか。 

Ａ.貴見のとおりである。なお、委託料についてはそれぞれの合議により適切に設定する必要がある。 

(問１１４) 

Ｑ.生活機能向上連携加算は、同一法人の指定訪問リハビリテーション事業所若しくは指定通所リハビリテ

ーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（原則として許可病床数２００床

未満のものに限る。）と連携する場合も算定できるものと考えてよいか。 

Ａ.貴見のとおりである。 

なお、連携先について、地域包括ケアシステムの推進に向けた在宅医療の主たる担い手として想定され

ている２００床未満の医療提供施設に原則として限っている趣旨や、リハビリテーション専門職（理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士）の有効活用、地域との連携の促進の観点から、別法人からの連携の

求めがあった場合には、積極的に応じるべきである。 

 

(１２)サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ、(Ⅰ)ロ、(Ⅱ)、(Ⅲ)※上記のうちいずれか１つを算定できる。 

①地域密着型サービス報酬基準(平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして町長に届け出た認知症対応型共同生活

介護事業所が、利用者に対し、認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分

に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算します。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しません。 

加算の種類 主な要件 対象従業者 単位 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ 
介護福祉士が 

６０％以上配置 
介護職員 １８単位／日 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロ 
介護福祉士が 

５０％以上配置 
介護職員 １２単位／日 

サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 
常勤職員が 

７５％以上配置 
看護・介護職員 ６単位／日 

サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 
勤続年数３年以上の者が 

３０％以上配置 

介護従業者として

勤務する者 
６単位／日 

②厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９５号） 

(ア)サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ 

次に掲げる基準のいずれにも適合します。 

(Ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 

１００分の６０以上です。 

(Ｂ)通所介護費等算定方法第８号に規定する基準のいずれにも該当しません。 

※別の告示で定める定員・人員基準に適合しています。 

(イ)サービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロ 

次に掲げる基準のいずれにも適合します。 

(Ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が

１００分の５０以上です。 

(Ｂ)通所介護費等算定方法第８号に規定する基準のいずれにも該当しません。 

※別の告示で定める定員・人員基準に適合します。 

(ウ)サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合します。 

(Ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割

合が１００分の７５以上です。 
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(Ｂ)通所介護費等算定方法第８号に規定する基準のいずれにも該当しません。 

※別の告示で定める定員・人員基準に適合します。 

(エ)サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合します。 

(Ａ)認知症対応型共同生活介護を利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数３年以上の

者の占める割合が１００分の３０以上です。 

(Ｂ)通所介護費等算定方法第８号に規定する基準のいずれにも該当しません。 

※別の告示で定める定員・人員基準に適合します。 

③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度(３月を除く。)の平均を

用います。ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所(新たに事業を開始し、又は再開した

事業所を含む。)については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出し

た平均を用います。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月

目以降届出が可能となります。 

なお、介護福祉士又は介護職員基礎研修課程修了者については、各月の前月の末日時点で資格

を取得又は研修の課程を修了している者とします。 

(イ)前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合に

つき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければなりません。なお、その割合については、毎

月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに変更届出を提出しなけれ

ばなりません。 

(ウ)勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数です。具体的には、平成２１年４月に

おける勤続年数３年以上の者とは、平成２１年３月３１日時点で勤続年数が３年以上ある者で

す。 

(エ)勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人の経営する他の

介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員と

して勤務した年数を含めることができます。 

(オ)同一の事業所において介護予防認知症対応型共同生活介護を一体的に行っている場合において

は、本加算の計算も一体的に行います。 

(カ)この場合の認知症対応型共同生活介護の職員に係る常勤換算にあっては、利用者への介護業務

(計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わらない業務

を除く。)に従事している時間を用いても差し支えありません。 

(キ)認知症対応型共同生活介護を利用者に直接提供する職員とは、介護従業者として勤務を行う職

員を指します。 
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国Ｑ＆Ａ(平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．１)(平成２１年３月２３日)) 

(問２) 

Ｑ.特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算における介護福祉士又は介護職員基礎研修課程修了者若

しくは一級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とされているが、その具体

的取扱いについて示されたい。 

Ａ.要件における介護福祉士等の取扱いについては、登録又は修了証明書の交付まで求めるものではなく、

例えば介護福祉士については、平成２１年３月３１日に介護福祉士国家試験の合格又は養成校の卒業を

確認し、翌月以降に登録をした者については、平成２１年４月において介護福祉士として含めることが

できる。また、研修については、全カリキュラムを修了していれば、修了証明書の交付を待たずに研修

修了者として含めることが可能である。 

なお、この場合において、事業者は当該資格取得等見込み者の、試験合格等の事実を試験センターのホ

ームページ等で受験票と突合する等して確認し、当該職員に対し速やかな登録等を促すとともに、登録

又は修了の事実を確認するべきものであること。 

（問３） 

Ｑ.特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、計画的な研修の実施に係る要件の留意事

項を示されたい。 

Ａ.訪問介護員等(訪問入浴介護従業者等を含む。以下問３及び問４において同じ。)ごとに研修計画を策定

されることとしているが、当該計画の期間については定めていないため、当該訪問介護員等の技能や経

験に応じた適切な期間を設定する等、柔軟な計画策定をされたい。 

また、計画の策定については、全体像に加えて、訪問介護員等ごとに策定することとされているが、こ

の訪問介護員等ごとの計画については、職責、経験年数、勤続年数、所有資格及び本人の意向等に応

じ、職員をグループ分けして作成することも差し支えない。 

なお、計画については、すべての訪問介護員等が概ね１年の間に１回以上、なんらかの研修を実施でき

るよう策定すること。 

(問４) 

Ｑ.特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、定期的な健康診断の実施に係る要件の留

意事項を示されたい。 

Ａ.本要件においては、労働安全衛生法により定期的に健康診断を実施することが義務づけられた「常時使

用する労働者」に該当しない訪問介護員等を含めた、すべての訪問介護員等に対して、１年以内ごとに

１回、定期的に医師による健康診断(常時使用する者に労働者に該当しない者に対する健康診断の項目

についても労働安全衛生法と同様とする)を、事業所の負担により実施することとしている。 

また、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等に対する健康診断については、労働安全衛生

法における取扱いと同様、訪問介護員等が事業者の実施する健康診断を本人の都合で受診しない場合に

ついては、他の医師による健康診断(他の事業所が実施した健康診断を含む。)を受診し、その者が当該

健康診断の結果を証明する書面を提出したときは、健康診断の項目を省略できるほか、費用については

本人負担としても差し支えない(この取扱いについては、高齢者の医療の確保に関する法律により保険

者が行う特定健康診査については、同法第２１条により労働安全衛生法における健康診断が優先される

ことが定められているが、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等については、同条の適用

はないことから、同様の取扱いとして差し支えない。)。 

(問５) 

Ｑ.同一法人内であれば、異なるサービスの事業所(施設)における勤続年数や異なる業種(直接処遇職種)に

おける勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の承継時にも通算できるのか。 

また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士である場合にも通算できるのか。 

Ａ.同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種(直接処遇を行う職種に限る。)

における勤続年数については通算することができる。また、事業所の合併又は別法人による事業の承継

の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営している

と認められる場合には、勤続年数を通算することができる。 

ただし、グループ法人については、たとえ理事長等が同じであったとしても、通算はできない。 

(問６) 

Ｑ.産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。 
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Ａ.産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることから、勤続年数に含めることができ

る。 

(問１０) 

Ｑ.「届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる」こととされている

平成２１年度の１年間及び平成２２年度以降の前年度の実績が６月に満たない事業所について、体制届

出後に、算定要件を下回った場合はどう取扱うか。 

Ａ.サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第３６号等において以下のように規定

されているところであり、これに従った取扱いとされたい。 

「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなくなるこ

とが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が算定され

なくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。」 

具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１２月から平成２１年２月までの実績に

基づいて３月に届出を行うが、その後平成２１年１月から３月までの実績が基準を下回っていた場合

は、その事実が発生した日から加算の算定は行わないこととなるため、平成２１年４月分の算定はでき

ない取扱いとなる。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．２(平成２７年４月３０日)) 

(問６３) 

Ｑ.サービス提供体制強化加算の新区分の取得に当たって、職員の割合については、これまでと同様に、１

年以上の運営実績がある場合、常勤換算方法により算出した前年度の平均(３月分を除く。)をもって、

運営実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始した事業所又は事業を再開した事業所）の場合

は、４月目以降に、前３月分の実績をもって取得可能となるということでいいのか。 

Ａ.貴見のとおり。 

なお、これまでと同様に、運営実績が６月に満たない場合の届出にあっては、届出を行った月以降にお

いても、毎月所定の割合を維持しなければならず、その割合については毎月記録する必要がある。 

(問６４) 

Ｑ.サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イとサービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロは同時に取得することは可能か。

不可である場合は、サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イを取得していた事業所が、実地指導等によって、

介護福祉士の割合が６０％を下回っていたことが判明した場合は、全額返還となるのか。 

Ａ.サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イとサービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロを同時に取得することはできな

い。 

また、実地指導等によって、サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イの算定要件を満たさないことが判明した

場合、都道府県知事等は、支給された加算の一部又は全部を返還させることが可能となっている。 

なお、サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イの算定要件を満たしていないが、サービス提供体制強化加算

(Ⅰ)ロの算定要件を満たしている場合には、後者の加算を取得するための届出が可能であり、サービス

提供体制強化加算(Ⅰ)イの返還等と併せて、後者の加算を取得するための届出を行うことが可能であ

る。 

 

(１３)介護職員処遇改善加算(Ⅰ)、(Ⅱ)、(Ⅲ)、(Ⅳ)、(Ⅴ) ※上記のうちいずれか１つを算定できる。 

①地域密着型サービス報酬基準(平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号) 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て町長に届け出た認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者に対し、認知症対応型共同生活介護

を行った場合は、当該基準に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算します。ただし、次に掲

げるいずれかの加算を算定している場合は、次に掲げるその他の加算は算定できません。 
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加算の種類 単位 

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位×１０００分の１０２/１月 

介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位×１０００分の７４/１月 

介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 所定単位×１０００分の４１/１月 

介護職員処遇改善加算（Ⅳ） （Ⅲ）の９０/１００ 

介護職員処遇改善加算（Ⅴ） （Ⅲ）の８０/１００ 

②厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９５号) 

(ア)介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 

次に掲げる基準に適合します。 

(Ａ)介護職員の賃金(退職手当を除く。)の改善に要する費用の見込額が介護職員処遇改善加算の

算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じて

います。 

(Ｂ)認知症対応型共同生活介護事業所において、(Ａ)の賃金改善に関する計画、当該計画に係る

実施期間及び実施方法その他の介護職員の処遇改普の計画等を記載した介護職員処遇改善計

画書を作成し全ての介護職員に周知し、町長に届け出ています。 

(Ｃ)介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施します。 

(Ｄ)認知症対応型共同生活介護事業所において、事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する実

績を町長に報告します。 

(Ｅ)算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法、労働者災害補償保険法、最低賃金法、

労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関する法令に違反し罰金以上の刑に処せられて

いません。 

(Ｆ)当該認知症対応型共同生活介護事業所において、労働保険料の納付が適正に行われていませ

ん。 

(Ｇ)〔定量的要件〕平成２７年４月から(Ｂ)の届出の日の属する月の前月までに実施した介護職

員の処過改轄の内容(賃金改善に関するものを除く。)及び当該介護職員の処遇改善に要した

費用を全ての職員に周知します。 

(Ｈ)〔キャリアパス要件〕次に掲げる基準のいずれにも適合します。 

(ａ)介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件(介護職員の賃金に関するもの

を含む。)を定めています。 

(ｂ)(ａ)の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知します。 

(ｃ)介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研 

修の機会を確保します。 

(ｄ)(ｃ)について、全ての介護職員に周知します。 

(ｅ)介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に 

昇給を判定する仕組みを定めます。 

(ｆ)(ｅ)の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知します。 

(Ｉ)経営状況等を理由に事業の継続が著しく困難となった場合であって、介護職員の賃金水

準(本加算による賃金改善分を除く。)を見直した上で賃金改善を行う場合には、その内

容について町に届け出ます。 

(イ)介護職員処遇改善加算(Ⅱ) 

(Ａ)(ア)(Ａ)から(Ｇ)に掲げる基準に適合します。 

(Ｂ)(ア)(Ｈ)(ａ)から(ｄ)に掲げる基準に適合します。 

(ウ)介護職員処遇改善加算(Ⅲ) 

(Ａ)(ア)(Ａ)から(Ｆ)に掲げる基準に適合します。 

(Ｂ)(ア)(Ｈ)(ａ)(ｂ)又は(ｃ)(ｄ)に掲げる基準に適合します。 

(Ｃ)平成２０年１０月から(ア)(Ｂ)の届出の日の属する月の前月までに実施した介護職員の処遇



 53 

改善の内容(賃金改善に関するものを除く。)及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全

ての職員に周知します。 

(エ)介護職員処遇改善加算(Ⅳ) 

(ア)(Ａ)から(Ｆ)までに掲げる基準のいずれにも適合し、かつ(ウ)(Ｂ)又は(Ｃ)に掲げる基準の 

いずれかに適合します。 

(オ)介護職員処遇改善加算(Ⅴ) 

(ア)(Ａ)から(Ｆ)までに掲げる基準のいずれにも適合します。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．２)(平成２７年４月３０日)) 

(問３６) 

Ｑ.職員１人当たり月額１万２千円相当の上乗せが行われることとなっており、介護職員処遇改善加算(Ⅰ)

が新設されたが、介護職員処遇改善加算(Ⅰ)と介護職員処遇改善加算(Ⅱ)を同時に取得することによっ

て上乗せ分が得られるのか、それとも新設の介護職員処遇改善加算(Ⅰ)のみを取得すると上乗せ分も得

られるのか。 

Ａ.新設の介護職員処遇改善加算(以下「処遇改善加算」という。)(Ⅰ)に設定されているサービスごとの加

算率を１月当たりの総単位数に乗じることにより、月額２万７千円相当の加算が得られる仕組みとなっ

ており、これまでに１万５千円相当の加算が得られる区分を取得していた事業所・施設は、処遇改善加

算(Ⅰ)のみを取得することにより、月額１万２千円相当の上乗せ分が得られる。 

なお、処遇改善加算(Ⅰ)～(Ⅳ)については、いずれかの区分で取得した場合、当該区分以外の処遇改善

加算は取得できないことに留意すること。 

(問３７) 

Ｑ.新設の介護職員処遇改善加算の(Ⅰ)と(Ⅱ)の算定要件について、具体的な違いをご教授いただきたい。 

Ａ.キャリアパス要件については、 

①職位、職責、職務内容等に応じた任用等の要件と賃金体系を定めること等(キャリアパス要件Ⅰ) 

②資質向上のための具体的な計画を策定し、研修の実施又は研修の機会を確保していること等(キャリ

アパス要件Ⅱ) 

があり、処遇改善加算(Ⅱ)については、キャリアパス要件Ⅰかキャリアパス要件Ⅱのいずれかの要件を

満たせば取得可能であるのに対して、処遇改善加算(Ⅰ)については、その両方の要件を満たせば取得可

能となる。 

また、職場環境等要件については、実施した処遇改善(賃金改善を除く。)の内容を全ての介護職員に周

知している必要があり、処遇改善加算(Ⅱ)については、平成２０年１０月から実施した取組が対象であ

るのに対して、処遇改善加算(Ⅰ)については、平成２７年４月から実施した取組が対象となる。 

なお、処遇改善加算(Ⅰ)の職場環境等要件について、平成２７年９月末までに届出を行う場合には、実

施予定である処遇改善(賃金改善を除く。)の内容を全ての介護職員に周知していることをもって、要件

を満たしたものとしている。 

(問３８) 

Ｑ.事業者が加算の算定額に相当する介護職員の賃金改善を実施する際、賃金改善の基準点はいつなのか。 

Ａ.賃金改善は、加算を取得していない場合の賃金水準と、加算を取得し実施される賃金水準の改善見込額

との差分を用いて算定されるものであり、比較対象となる加算を取得していない場合の賃金水準とは、

以下のとおりである。 

なお、加算を取得する月の属する年度の前年度に勤務実績のない介護職員については、その職員と同職

であって、勤続年数等が同等の職員の賃金水準と比較する。 

平成２６年度以前に加算を取得していた介護サービス事業者等の介護職員の場合、次のいずれかの賃金

水準 

・加算を取得する直前の時期の賃金水準(介護職員処遇改善交付金(以下「交付金」という。)を取得し

ていた場合は、交付金による賃金改善の部分を除く。) 

・加算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準(加算の取得による賃金改善の部分を除く。) 

 平成２６年度以前に加算を取得していない介護サービス事業者等の介護職員の場合 

加算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準 

(問３９) 
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Ｑ.職場環境等要件(旧定量的要件)で求められる「賃金改善以外の処遇改善への取組」とは、具体的にどの

ようなものか。 

また、処遇改善加算(Ⅰ)を取得するに当たって、平成２７年４月以前から継続して実施している処遇改

善の内容を強化・充実した場合は、算定要件を満たしたものと取り扱ってよいか。 

更に、過去に実施した賃金改善以外の処遇改善の取組と、平成２７年４月以降に実施した賃金改善以外

の取組は、届出書の中でどのように判別するのか。 

Ａ.職場環境等要件を満たすための具体的な事例は、平成２７年３月３１日に発出された老発０３３１第３

４号の別紙様式２の(３)を参照されたい。 

また、処遇改善加算(Ⅰ)を取得するに当たって平成２７年４月から実施した賃金改善以外の処遇改善の

取組内容を記載する際に、別紙様式２の(３)の項目について、平成２０年１０月から実施した当該取組

内容と重複することは差し支えないが、別の取組であることが分かるように記載すること。 

例えば、平成２０年１０月から実施した取組内容として、介護職員の腰痛対策を含む負担軽減のための

介護ロボットを導入し、平成２７年４月から実施した取組内容として、同様の目的でリフト等の介護機

器等を導入した場合、別紙様式２の(３)においては、同様に「介護職員の腰痛対策を含む負担軽減のた

めの介護ロボットやリフト等の介護機器等導入」にチェックすることになるが、それぞれが別の取組で

あり、平成２７年４月から実施した新しい取組内容であることから、その他の欄にその旨が分かるよう

に記載すること等が考えられる。 

(問４０) 

Ｑ.一時金で処遇改善を行う場合、「一時金支給日まで在籍している者のみに支給する(支給日前に退職し

た者には全く支払われない)」という取扱いは可能か。 

Ａ.処遇改善加算の算定要件は、賃金改善に要する額が処遇改善加算による収入を上回ることであり、事業

所(法人)全体での賃金改善が要件を満たしていれば、一部の介護職員を対象としないことは可能であ

る。ただし、この場合を含め、事業者は、賃金改善の対象者、支払いの時期、要件、賃金改善額等につ

いて、計画書等に明記し、職員に周知すること。 

また、介護職員から加算に係る賃金改善に関する照会があった場合は、当該職員についての賃金改善の

内容について書面を用いるなど分かりやすく説明すること。 

(問４１) 

Ｑ.介護予防訪問介護と介護予防通所介護については、処遇改善加算の対象サービスとなっているが、総合

事業へ移行した場合、処遇改善加算の取扱いはどのようになるのか。 

Ａ.介護予防・日常生活支援総合事業に移行した場合には、保険給付としての同加算は取得できない取扱い

となる。 

(問４２) 

Ｑ.処遇改善加算の算定要件である｢処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善｣に関して、下記の取組に要

した費用を賃金改善として計上して差し支えないか。 

①法人で受講を認めた研修に関する参加費や教材費等について、あらかじめ介護職員の賃金に上乗せし

て支給すること。 

②研修に関する交通費について、あらかじめ介護職員に賃金に上乗せして支給すること。 

③介護職員の健康診断費用や、外部から講師を招いて研修を実施する際の費用を法人が肩代わりし、当

該費用を介護職員の賃金改善とすること。 

Ａ.処遇改善加算を取得した介護サービス事業者等は、処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善の実施と

併せてキャリアパス要件や職場環境等要件を満たす必要があるが、当該取組に要する費用については、

算定要件における賃金改善の実施に要する費用に含まれない。 

当該取組に要する費用以外であって、処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を行うための具体的な

方法については、労使で適切に話し合った上で決定すること。 

(問４３) 

Ｑ.平成２６年度以前に処遇改善加算を取得していた介護サービス事業者等の介護職員の賃金改善の基準点

の１つに「加算を取得する直前の時期の賃金水準(交付金を取得していた場合は、交付金による賃金改

善の部分を除く。)」とあるが、直前の時期とは、具体的にいつまでを指すのか。交付金を受けていた

事業所については、交付金が取得可能となる前の平成２１年９月以前の賃金水準を基準点とすることは

できるか。 
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Ａ.平成２６年度以前に従来の処遇改善加算を取得していた介護サービス事業者等で、交付金を受けていた

事業所の介護職員の賃金改善に当たっての「直前の時期の賃金水準」とは、平成２４年度介護報酬改定

Ｑ＆Ａ(ｖｏｌ．１)(平成２４ 年３月１６日)処遇改善加算の問２２３における取扱いと同様に、平成

２３年度の賃金水準(交付金を取得していた場合は、交付金による賃金改善の部分を除く。)をいう。 

したがって、平成２４年度介護報酬改定における取扱いと同様に、交付金が取得可能となる前の平成 

２１年９月以前の賃金水準を賃金改善の基準点とすることはできない。 

(問４４) 

Ｑ.平成２６年度以前に従来の処遇改善加算を取得した際、職場環境等要件(旧定量的要件)について、２つ

以上の取組を実施した旨を申請していた場合、今般、新しい処遇改善加算を取得するに当たって、平成

２７年４月から実施した処遇改善(賃金改善を除く。)の内容を全ての介護職員に対して、新たに周知す

る必要があるのか。 

Ａ.職場環境等要件(旧定量的要件)について、２つ以上の取組を実施した旨を過去に申請していたとして

も、あくまでも従来の処遇改善加算を取得するに当たっての申請内容であることから、今般、新しい処

遇改善加算を取得するに当たっては、平成２７年４月から実施した処遇改善(賃金改善を除く。)の内容

を全ての介護職員に対して、新たに周知する必要がある。 

なお、その取組内容を記載する際に、別紙様式２の(３)の項目の上で、平成２０年１０月から実施した

当該組内容と重複することは差し支えないが、別の取組であることが分かるように記載すること。 

(問４５) 

Ｑ.職場環境等要件について、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」、「その他」といったカテゴリ

ー別に例示が挙げられているが、処遇改善加算を取得するに当たっては、各カテゴリーにおいて１つ以

上の取組を実施する必要があるのか。 

Ａ.あくまでも例示を分類したものであり、例示全体を参考とし、選択したキャリアパスに関する要件と明

らかに重複する事項でないものを１つ以上実施すること。 

(問４６) 

Ｑ.平成２７年度に処遇改善加算を取得するに当たって、賃金改善に係る比較時点として、平成２６年度の

賃金水準と比較する場合であって、平成２６年度中に定期昇給が行われた場合、前年度となる平成２６ 

年度の賃金水準については、定期昇給前の賃金水準となるのか、定期昇給後の賃金水準となるのか、又

は年度平均の賃金水準になるのか。 

Ａ.前年度の賃金水準とは、前年度に介護職員に支給した賃金総額や、前年度の介護職員一人当たりの賃金

月額である。 

(問４７) 

Ｑ.今般、処遇改善加算を新しく取得するに当たって、処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善分につい

て、以下の内容を充てることを労使で合意した場合、算定要件にある当該賃金改善分とすることは差し

支えないか。 

①過去に自主的に実施した賃金改善分 

②通常の定期昇給等によって実施された賃金改善分 

Ａ.賃金改善は、加算を取得していない場合の賃金水準と、加算を取得し実施される賃金水準の改善見込額

との差分を用いて算定されるものであり、比較対象となる加算を取得していない場合の賃金水準とは、 

平成２６年度以前に加算を取得していた介護サービス事業者等の介護職員の場合、次のいずれかの賃金

水準としている。 

・加算を取得する直前の時期の賃金水準(交付金を取得していた場合は、交付金による賃金改善の部分

を除く。) 

・加算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準(加算の取得による賃金改善の部分を除く。) 

したがって、比較対象となる加算を取得していない場合の賃金水準と比較して、賃金改善が行われて

いることが算定要件として必要なものであり、賃金改善の方法の一つとして、当該賃金改善分に、過

去に自主的に実施した賃金改善分や、定期昇給等による賃金改善分を含むことはできる。 

(問４８) 

Ｑ.平成２７年度以降に処遇改善加算を取得するに当たって、賃金改善の見込額を算定するために必要な

「加算を取得していない場合の賃金の総額」の時点については、どのような取扱いとなるのか。 

Ａ.賃金改善に係る比較時点に関して、加算を取得していない場合の賃金水準とは、平成２６年度以前に処



 56 

遇改善加算を取得していた場合、以下のいずれかの賃金水準となる。 

・処遇改善加算を取得する直前の時期の賃金水準(交付金を取得していた場合は、交付金による賃金改

善の部分を除く。) 

・処遇改善加算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準(加算の取得による賃金改善の部分を除

く。) 

平成２６年度以前に処遇改善加算を取得していない場合は、処遇改善加算を取得する月の属する年度の

前年度の賃金水準となる。 

また、事務の簡素化の観点から、平成２７年３月３１日に発出された老発０３３１第３４号の２(３)①

ロのただし書きによる簡素な計算方法により処遇改善加算(Ⅰ)を取得する場合の「加算を取得していな

い場合の賃金の総額」は、処遇改善加算(Ⅰ)を初めて取得する月の属する年度の前年度の賃金の総額で

あって、従来の処遇改善加算(Ⅰ)を取得し実施された賃金の総額となる。 

このため、例えば、従来の処遇改善加算(Ⅰ)を取得していた場合であって、平成２７年度に処遇改善加

算(Ⅰ)を初めて取得し、上記のような簡素な計算方法によって、平成２８年度も引き続き処遇改善加算

(Ⅰ)を取得するに当たっての「加算を取得していない場合の賃金の総額」の時点は、平成２６年度の賃

金の総額となる。 

(問４９) 

Ｑ.介護職員が派遣労働者の場合であっても、処遇改善加算の対象となるのか。 

Ａ.介護職員であれば派遣労働者であっても、処遇改善加算の対象とすることは可能であり、賃金改善を行

う方法等について派遣元と相談した上で、介護職員処遇改善計画書や介護職員処遇改善実績報告書につ

いて、対象とする派遣労働者を含めて作成すること。 

(問５０) 

Ｑ.平成２７年度から新たに介護サービス事業所・施設を開設する場合も処遇改善加算の取得は可能か。 

Ａ.新規事業所・施設についても、加算の取得は可能である。この場合において、介護職員処遇改善計画書

には、処遇改善加算を取得していない場合の賃金水準からの賃金改善額や、賃金改善を行う方法等につ

いて明確にすることが必要である。なお、方法は就業規則、雇用契約書等に記載する方法が考えられ

る。 

(問５１) 

Ｑ.介護職員処遇改善加算の届出は毎年度必要か。平成２７年度に処遇改善加算を取得しており、平成２８

年度にも処遇改善加算を取得する場合、再度届け出る必要があるのか。 

Ａ.処遇改善加算を算定しようとする事業所が前年度も加算を算定している場合、介護職員処遇改善計画書

は毎年度提出する必要があるが、既に提出された計画書添付書類については、その内容に変更(加算取

得に影響のない軽微な変更を含む)がない場合は、その提出を省略させることができる。 

(問５２) 

Ｑ.従来の処遇改善加算(Ⅰ)～(Ⅲ)については、改正後には処遇改善加算(Ⅱ)～(Ⅳ)となるが、既存の届出

内容に変更点がない場合であっても、介護給付費算定に係る介護給付費算定等体制届出書の提出は必須

か。 

Ａ.介護給付費算定に係る体制状況一覧については、その内容に変更がある場合は届出が必要になるが、各

自治体の判断において対応が可能であれば、届出書は不要として差し支えない。 

(問５３) 

Ｑ.処遇改善加算(Ⅰ)の算定要件に、「平成２７年４月から(２)の届出の日の属する月の前月までに実施し

た介護職員の処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること」とあり、処遇改善加算(Ⅰ)は平

成２７年４月から算定できないのか。 

Ａ.処遇改善加算(Ⅰ)の職場環境等要件について、平成２７年９月末までに届出を行う場合には、実施予定

である処遇改善(賃金改善を除く。)の内容を全ての介護職員に周知していることをもって、要件を満た

したものとしている。 

(問５４) 

Ｑ.これまでに処遇改善加算を取得していない事業所・施設も含め、平成２７年４月から処遇改善加算を取

得するに当たって、介護職員処遇改善計画書や介護給付費算定に係る体制状況一覧の必要な書類の提出

期限はいつ頃までなのか。 

Ａ.平成２７年４月から処遇改善加算を取得しようとする介護サービス事業者等は、４月１５日までに介護
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職員処遇改善計画書の案や介護給付費算定に係る体制等に関する届出を都道府県知事等に提出し、４月

末までに確定した介護職員処遇改善計画書及び計画書添付書類を提出する必要がある。 

(問５５) 

Ｑ.処遇改善加算に係る届出において、平成２６年度まで処遇改善加算を取得していた事業所については、

一部添付書類(就業規則等)の省略を行ってよいか。 

Ａ.前年度に処遇改善加算を算定している場合であって、既に提出された計画書添付書類に関する事項に変

更がない場合は、各自治体の判断により、その提出を省略して差し支えない。 

(問５６) 

Ｑ.基本給は改善しているが、賞与を引き下げることで、あらかじめ設定した賃金改善実施期間の介護職員

の賃金が引き下げられた場合の取扱いはどうなるのか。その際には、どのような資料の提出が必要とな

るのか。 

Ａ.処遇改善加算を用いて賃金改善を行うために一部の賃金項目を引き上げた場合であっても、事業の継続

を図るために、賃金改善実施期間の賃金が引き下げられた場合については、特別事情届出書を届け出る

必要がある。 

なお、介護職員の賃金水準を引き下げた後、その要因である特別な状況が改善した場合には、可能な限

り速やかに介護職員の賃金水準を引下げ前の水準に戻す必要がある。 

また、その際の特別事情届出書は、以下の内容が把握可能となっている必要がある。 

・処遇改善加算を取得している介護サービス事業所等の法人の収支(介護事業による収支に限る。)につ

いて、サービス利用者数の大幅な減少等により経営が悪化し、一定期間にわたって収支が赤字であ

る、資金繰りに支障が生じる等の状況にあることを示す内容 

・介護職員の賃金水準の引下げの内容 

・当該法人の経営及び介護職員の賃金水準の改善の見込み 

・介護職員の賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の合意を得ていること等の必要な手続き

を行った旨 

(問５７) 

Ｑ.賃金改善実施期間の賃金が引き下げられた場合であっても、加算の算定額以上の賃金改善が実施されて

いれば、特別事情届出書は提出しなくてもよいのか。 

Ａ.処遇改善加算は、平成２７年３月３１日に発出された老発０３３１第３４号の２(２)②の賃金改善に係

る比較時点の考え方や、２(３)①ロのただし書きによる簡素な計算方法の比較時点の考え方に基づき、

各事業所・施設が選択した「処遇改善加算を取得していない場合の賃金水準」と比較し、処遇改善加算

の算定額に相当する賃金改善の実施を求めるものであり、当該賃金改善が実施されない場合は、特別事

情届出書の提出が必要である。 

(問５８) 

Ｑ.一部の職員の賃金水準を引き下げたが、一部の職員の賃金水準を引き上げた結果、事業所・施設の介護

職員全体の賃金水準は低下していない場合、特別事情届出書の提出はしなくてよいか。 

Ａ.一部の職員の賃金水準を引き下げた場合であっても、事業所・施設の介護職員全体の賃金水準が低下し

ていない場合は、特別事情届出書を提出する必要はない。ただし、事業者は一部の職員の賃金水準を引

き下げた合理的な理由について労働者にしっかりと説明した上で、適切に労使合意を得ること。 

(問５９) 

Ｑ.法人の業績不振に伴い業績連動型の賞与や手当が減額された結果、賃金改善実施期間の賃金が引き下げ

られた場合、特別事情届出書の提出は必要なのか。 

Ａ.事業の継続を図るために特別事情届出書を提出した場合を除き、賃金水準を低下させてはならないた

め、業績連動型の賞与や手当が減額された結果、賃金改善実施期間の賃金が引き下げられた場合、特別

事情届出書の提出が必要である。 

(問６０) 

Ｑ.事業の継続が可能にもかかわらず経営の効率化を図るといった理由や、介護報酬改定の影響のみを理由

として、特別事情届出書を届け出ることが可能か。 

Ａ.特別事情届出書による取扱いについては、事業の継続を図るために認められた例外的な取扱いであるこ

とから、事業の継続が可能にもかかわらず経営の効率化を図るといった理由で、介護職員の賃金水準を

引き下げることはできない。 
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また、特別事情届出書による取扱いの可否については、介護報酬改定のみをもって一律に判断されるも

のではなく、法人の経営が悪化していること等の以下の内容が適切に把握可能となっている必要があ

る。 

・処遇改善加算を取得している介護サービス事業所等の法人の収支(介護事業による収支に限る。)につ

いて、サービス利用者数の大幅な減少等により経営が悪化し、一定期間にわたって収支が赤字であ

る、資金繰りに支障が生じる等の状況にあることを示す内容 

・介護職員の賃金水準の引下げの内容 

・当該法人の経営及び介護職員の賃金水準の改善の見込み 

・介護職員の賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の合意を得ていること等の必要な手続き

を行った旨 

(問６１) 

Ｑ.新しい処遇改善加算を取得するに当たってあらかじめ特別事情届出書を提出し、事業の継続を図るため

に、介護職員の賃金水準(加算による賃金改善分を除く。)を引き下げた上で賃金改善を行う予定であっ

ても、当該加算の取得は可能なのか。 

Ａ.特別事情届出書を届け出ることにより、事業の継続を図るために、介護職員の賃金水準(加算による賃

金改善分を除く。)を引き下げた上で賃金改善を行うことが可能であるが、介護職員の賃金水準を引き

下げた後、その要因である特別な状況が改善した場合には、可能な限り速やかに介護職員の賃金水準を

引下げ前の水準に戻す必要があることから、本取扱いについては、あくまでも一時的な対応といった位

置付けのものである。 

したがって、新しい処遇改善加算を取得するに当たってあらかじめ特別事情届出書を提出するものでは

なく、特別な事情により介護職員処遇改善計画書に規定した賃金改善を実施することが困難と判明し

た、又はその蓋然性が高いと見込まれた時点で、当該届出書を提出すること。 

(問６２) 

Ｑ.特別事情届出書を提出し、介護職員の賃金水準(加算による賃金改善分を除く。)を引き下げた上で賃金

改善を行う場合、賃金水準の引下げに当たっての比較時点はいつになるのか。 

Ａ.平成２７年３月３１日に発出された老発０３３１第３４号の２(２)②の賃金改善に係る比較時点の考え

方や、２(３)①ロのただし書きによる簡素な計算方法の比較時点の考え方に基づき、各事業所・施設が

選択した「処遇改善加算を取得していない場合の賃金水準」と比較すること。 

 

国Ｑ＆Ａ（平成２９年度改定関係Ｑ＆Ａ(平成２９年３月１６日)） 

(問１) 

Ｑ.キャリアパス要件Ⅲと既存のキャリアパス要件Ⅰとの具体的な違い如何。 

Ａ.キャリアパス要件Ⅰについては、職位・職責・職務内容等に応じた任用要件と賃金体系を整備すること

を要件としているが、昇給に関する内容を含めることまでは求めていないものである。一方、新設する

介護職員処遇改善加算(以下「加算」という。)の加算(Ⅰ)(以下「新加算(Ⅰ)」という。)の取得要件で

あるキャリアパス要件Ⅲにおいては、経験、資格又は評価に基づく昇給の仕組みを設けることを要件と

している。 

(問２) 

Ｑ.昇給の仕組みとして、それぞれ『①経験②資格③評価のいずれかに応じた昇給の仕組みを設けること』

という記載があるが、これらを組み合わせて昇給の要件を定めてもいいか。 

Ａ.お見込みのとおりである。 

(問３) 

Ｑ.昇給の方式については、手当や賞与によるものでも良いのか。 

Ａ.昇給の方式は、基本給による賃金改善が望ましいが、基本給、手当、賞与等を問わない。 

(問４) 

Ｑ.資格等に応じて昇給する仕組みを設定する場合において、「介護福祉士資格を有して当該事業所や法人

で就業する者についても昇給が図られる仕組みであることを要する」とあるが、具体的にはどのような

仕組みか。 

Ａ.本要件は、介護福祉士の資格を有して事業所や法人に雇用される者がいる場合があることを踏まえ、そ

のような者も含めて昇給を図る観点から設けているものであり、例えば、介護福祉士の資格を有する者



 59 

が、介護支援専門員の資格を取得した場合に、より高い基本給や手当が支給される仕組みなどが考えら

れる。 

(問５) 

Ｑ.キャリアパス要件Ⅲによる昇給の仕組みについて、非常勤職員や派遣職員はキャリアパス要件Ⅲによる

昇給の仕組みの対象となるか。 

Ａ.キャリアパス要件Ⅲによる昇給の仕組みについては、非常勤職員を含め、当該事業所や法人に雇用され

る全ての介護職員が対象となり得るものである必要がある。 

また、介護職員であれば派遣労働者であっても、派遣元と相談の上、介護職員処遇改善加算の対象と

し、派遣料金の値上げ分等に充てることは可能であり、この場合、計画書・実績報告書は、派遣労働者

を含めて作成することとしている。新加算(Ⅰ)の取得に当たっても本取扱いに変わりはないが、キャリ

アパス要件Ⅲについて、派遣労働者を加算の対象とする場合には、当該派遣職員についても当該要件に

該当する昇給の仕組みが整備されていることを要する。 

（問６） 

Ｑ.キャリアパス要件Ⅲの昇給の基準として「資格等」が挙げられているが、これにはどのようなものが含

まれるのか。 

Ａ.「介護福祉士」のような資格や、「実務者研修修了者」のような一定の研修の修了を想定している。ま

た、「介護福祉士資格を有して当該事業所や法人で就業する者についても昇給が図られる仕組み」につ

いては、介護職員として職務に従事することを前提としつつ、介護福祉士の資格を有している者が、

「介護支援専門員」や「社会福祉士」など、事業所が指定する他の資格を取得した場合に昇給が図られ

る仕組みを想定している。 

また、必ずしも公的な資格である必要はなく、例えば、事業所等で独自の資格を設け、その取得に応じ

て昇給する仕組みを設ける場合も要件を満たし得る。ただし、その場合にも、当該資格を取得するため

の要件が明文化されているなど、客観的に明らかとなっていることを要する。 

(問７) 

Ｑ.『一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み』とあるが、一定の基準とは具体的にどのような内

容を指すのか。また、「定期に」とは、どの程度の期間まで許されるのか。 

Ａ.昇給の判定基準については、客観的な評価基準や昇給条件が明文化されていることを要する。また、判

定の時期については、事業所の規模や経営状況に応じて設定して差し支えないが、明文化されているこ

とが必要である。 

(問８) 

Ｑ.キャリアパス要件Ⅲを満たす昇給の仕組みを設けたが、それによる賃金改善総額だけでは、加算の算定

額を下回る場合、要件は満たさないこととなるのか。 

Ａ.キャリアパス要件Ⅲを満たす昇給の仕組みによる賃金改善では加算の算定額に満たない場合において

も、当該仕組みによる賃金改善を含め、基本給、手当、賞与等による賃金改善の総額が加算の算定額を

上回っていればよい。 

(問９) 

Ｑ.新加算(Ⅰ)取得のため就業規則等の変更を行う際、役員会等の承認を要するが、平成２９年度につい

て、当該承認が計画書の提出期限の４月１５日までに間に合わない場合、新加算(Ⅰ)を算定できないの

か。 

Ａ.計画書に添付する就業規則等について、平成２９年度については、４月１５日の提出期限までに内容が

確定していない場合には、その時点での暫定のものを添付することとしてよい。ただし、その内容に変

更が生じた場合、確定したものを６月３０日までに指定権者に提出すること。 

(問１０) 

Ｑ.平成２９年４月１５日までに暫定のものとして添付した就業規則等につき、役員会等の承認が得られな

かった場合や、内容に変更が生じた場合、新加算(Ⅰ)は算定できないのか。 

Ａ.事業所や法人内部において承認が得られなかった場合や、内容に変更が生じ、結果としてキャリアパス

要件Ⅲを満たさない場合については、新加算(Ⅰ)は算定できないが、新加算(Ⅰ)以外の区分の算定要件

を満たしていれば、変更届を提出の上、当該区分の加算を取得できる。また、内容の変更が軽微で、変

更後の内容がキャリアパス要件Ⅲを満たす内容であれば、変更届の提出を要することなく、新加算(Ⅰ)

を取得できる。 
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国Ｑ＆Ａ(平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.１)(平成３０年３月２３日)」) 

(問１４２) 

Ｑ.外国人の技能実習制度における介護職種の技能実習生は、介護職員処遇改善加算の対象となるのか。 

Ａ.介護職種の技能実習生の待遇について、「日本人が従事する場合の報酬の額と同等以上であること」と

されていることに鑑み、介護職種の技能実習生が介護業務に従事している場合、ＥＰＡによる介護福祉

士候補者と同様に、介護職員処遇改善加算の対象となる。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.６)(平成３０年８月６日)」) 

(問７) 

Ｑ.最低賃金を満たしているのかを計算するにあたっては、介護職員処遇改善加算により得た加算額を最低

賃金額と比較する賃金に含めることとなるのか。 

Ａ.介護職員処遇改善加算により得た加算額を、最低賃金額と比較する賃金に含むか否かについては、当該

加算額が、臨時に支払われる賃金や賞与等として支払われておらず、予定し得る通常の賃金として、毎

月労働者に支払われているような場合には、最低賃金額と比較する賃金に含めることとなるが、当該加

算の目的等を踏まえ、最低賃金を満たした上で、賃金の引上げを行っていただくことが望ましい。 
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個人情報保護について 
 

 平成１７年４月から、個人情報保護法が施行され、介護保険事業者も個人情報保護法に沿って事業運営を

していかなければなりません。 

 具体的な取扱いのガイドラインは、厚生労働省が出しています。 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント 具体的な内容等 

① 利用目的の特定 ・個人情報を取り扱うにあたり、利用目的を特定する。 

・特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えてはいけない。 

② 適正な取得、利用目的の通知 ・偽りその他の不正の手段により個人情報を取得してはならな

い。 

・あらかじめ利用目的を公表しておくか、個人情報取得後、速や

かに利用目的を本人に通知又は公表する。 

 →公表方法（例：事業所内の掲示、インターネット掲載） 

  通知方法（例：契約の際に文書に交付するなど） 

③ 正確性の確保 ・個人データを正確かつ最新の内容に保つ。 

④ 安全管理・従業員等の監督 ・個人データの漏えい等の防止のための安全管理措置 

 →個人情報保護に関する規程の整備、情報システムの安全管理

に関する規程の整備、事故発生時の報告連絡体制の整備、入

退館管理の実施、機器の固定、個人データへのアクセス管理 

・従業者に対する適切な監督 

・個人データ取扱いを委託する場合は、委託先に対する監督 

⑤ 第三者への提供の制限 ・あらかじめ本人の同意を得ないで、他の事業者など第三者に個

別データを提供してはならない。 

⑥ 本人からの請求への対応 ・本人から保有個人データの開示を求められたときには、当該デ

ータを開示しなくてはならない。 

・本人から保有個人データの訂正等を求められた場合に、それら

の求めが適正であると認められるときには、訂正等を行わなく

てはならない。 

⑦ 苦情の処理 ・苦情などの申出があった場合の適切かつ迅速な処理 

・苦情受付窓口の設置、苦情処理体制の策定等の体制整備 

※ 上記の厚生労働省ガイドラインに詳細が記載されていますので、ご確認ください。 

 

 

 

 

 

※ 「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」 

  ⇒厚生労働省のホームページ 

    http://www.mhlw.go.jp/shingi/2004/12/dl/s1224-11a.pdf 

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2004/12/dl/s1224-11a.pdf

